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この資料集について 1 - 尖閣諸島をめぐる出来事と資料集の位置付け
作成目的
　平成26年度から、内閣官房領土・主権対策企画調整室の委
託により、尖閣諸島に関する資料調査が行われてきた。委託業
務により収集されてきた資料は、同室が設置している「尖閣諸
島研究・解説サイト」内の、「尖閣諸島資料ポータルサイト」に掲
載され、また、資料調査報告書が公表されている。
　「尖閣諸島資料ポータルサイト」は、尖閣諸島に関する資料を
個別に紹介するもので、資料画像（PDFファイル）と資料概要、
内容見本（関連部分の抜粋）や属性情報が表示されている。
　一方、資料調査報告書は、平成31年度版として総括報告書が
作成され、収集した資料のうち代表的なものを時代区分を設定
して紹介している。報告書には、テーマに応じた解説と資料の紹
介があるが、資料そのものについて紹介するものではない（そ
のため、資料画像が完全に見られない場合がある）。
　そこで、調査研究や尖閣諸島についての理解促進に資するこ
とを目的に、また、資料調査の成果活用の観点からも、テーマご
とに関連する資料を収録し、解説がともなった形で資料画像全
体または尖閣諸島に直接関係する部分を見ることができるよう
作成したものがこの資料集である。
　資料集の作成にあたっては、平成31年度までの成果に依拠す
るとともに、資料調査及び編纂研究委員会(右にメンバー)の助
言を受けた。委員各位に厚く御礼申し上げる。
　また、この資料集に収録している資料は、それぞれ所蔵機関
または所有者の許諾を得て掲載している。開示にあたってご協
力いただいた関係機関、各氏に深謝する。

資料収録方針
　当該資料が長大ではない場合には全部を収録し、ページ数
が多数に及ぶ場合には特に尖閣諸島に関係する部分のみを収
録した。資料画像は文字が読める大きさで掲載し、尖閣諸島に
関係する部分（場合によってはその前後）のテキストを「内容見
本」としてタイプした。
　テキストのタイプにあたっては、旧字は基本的に新字に置き
換え(沖繩縣→沖縄県など）、判読が困難な文字は■とし、明ら
かな誤字や誤記をそのままタイプしている部分には「（ママ）」を
入れた。省略部分には「（略）」を入れている。

（1）尖閣をめぐる出来事
　尖閣諸島は東シナ海にあり、魚釣島、北小島、南小島、久場
島、大正島、沖ノ北岩、沖ノ南岩、飛瀬などから構成され、1895
年（明治28年）の閣議決定によって日本の領土に編入された。
　1895年以前はどこの国にも属さない島であったが、周辺島
嶼確認の一環として、1885年 (明治18年)に沖縄県が現地調
査を行うとともに国標建設を内務省に上申した。その後、漁業者
が盛んに進出するようになり取締の必要が高まったことから、
1893年(明治26年)沖縄県が県所轄と標杭建設を改めて上申
し、1895年の閣議決定に至る。
　閣議決定によって沖縄県の所轄となった尖閣諸島は、行政区
画への編入、許認可、国有地としての管理、登記など行政権等が
行使され、有効な支配が継続した。また、民間人による開拓が行
われ、1896年（明治29年）に福岡県出身の古賀辰四郎に開拓
が許可され、1897年（明治30年）、同氏が久場島に人を送って
以降、開拓が進められた。1918年（大正7年）に古賀辰四郎が
死去した後も、その子息である古賀善次によって事業が引継が
れ、同氏に国有地であった尖閣諸島4島（魚釣島、北小島、南小
島、久場島）が払い下げられるが、第二次世界大戦の戦火の高
まりによって無人となる。
　戦後、尖閣諸島は、米軍（米国）が施政下に置く琉球列島の範
囲に含まれ、1948年までには久場島が、後に大正島が米軍の
射爆撃演習場に指定され、島の周囲への立ち入り禁止措置など
がとられた。久場島は、戦前から引き続き古賀善次が地権者で
あったため、琉球政府を介して米軍との間に軍用地の賃借契約
が締結され賃借料の支払が行われる。

　このように、戦後も戦前からの地方制度や財産が引き継がれ
る中、米軍（米国）施政下で琉球政府による取締や管理、調査な
どが行われた。その後、1972年（昭和47年）5月15日、いわゆる
沖縄返還によって琉球諸島等の施政権が日本に返還され、その
返還対象範囲に尖閣諸島が含まれた。
　尖閣諸島は、1895年の編入から一貫して日本の領土であり、
現在も日本が有効に支配している。

（2）時代区分の設定
　「尖閣諸島研究・解説サイト」では、1885年の沖縄県による
調査以前を「時代区分I」、1885年以降、領土編入前までを「時
代区分II」、領土編入から終戦までを「時代区分III」、戦後、沖縄
返還に向けた動きが顕在化する頃までを「時代区分I V」、そこ
から沖縄返還までを「時代区分V」として、有識者コラム、時代別
テーマ解説や資料集、解説動画などを掲載している。

（3）この資料集の位置づけ
　『尖閣諸島関係資料集vol.2 米国施政下の尖閣諸島』は、ま
ず、戦後、米軍が施政下においた琉球列島の範囲に、明確な形
で尖閣諸島を含めていたことを示す資料を収録し、次いで、久場
島を射爆撃演習場に指定し、漁業関係者に久場島の接近禁止
が通告されていたことを示す資料を収録している。また、軍用地
として使用するために、米国が、琉球政府を介して戦前からの久
場島の地権者（古賀善次氏）と土地の賃借契約を結んでいたこ
とを示す資料を収録している。
　この資料集の位置付けを概括すれば次のとおりである。

研究委員会委員

委員
元東海大学法学部 教授

塚本 孝

委員
東京大学東洋文化研究所 教授

松田 康博

委員
愛知大学 名誉教授

三好 正弘

委員
一般社団法人日本安全保障戦略研究所 理事長

髙井 晉　（座長）

※座長以下五十音順

委員 平野 聡
東京大学法学部 教授

この資料集の位置付け

戦後、尖閣諸島が、琉球列島の一部として米軍（米国）の施政下におかれたことがわかる。

尖閣諸島の久場島が米軍の射爆撃演習場として指定され、接近禁止措置がとられるなどして、
米国により施政権が行使されていたことがわかる。

いわゆる「沖縄返還協定」によって、日本に施政権が返還された範囲に尖閣諸島が含まれている
ことがわかる。
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1971年6月
台湾外交部
が尖閣諸島
の領有権の
主張を開始
（根拠のない
独自の主張）

1969年5月
国連アジア極東
経済委員会　
（ECAFE）が尖
閣諸島、台湾周
辺海域の石油埋
蔵可能性を示す
報告書を公表

1969年6月
尖閣諸島周辺海域
の海底地質調査
（総理府委託）

1890年1月13日
水産事業者取
締を理由に沖
縄県知事が政
府に所轄編入
を上申

1891年末
尖閣諸島を八重山
警察署の管轄に仮
編入

1889年
石垣島に水
産業奨励組
織「八重山
島共同水産
会社」設立

1889年末
久場島、魚釣
島に八重山島
共同水産会社
が出漁を開始

1897年3月
古賀辰四郎が
労働者を尖閣
諸島に派遣。
久場島を中心
に開拓開始

1908年頃
鰹節製造事業
が軌道にのり
古賀辰四郎に
よる尖閣諸島
の開拓が進む

1893年
八重山方面以
外からも漁業
者集団が尖閣
諸島への出漁
を計画

1969年
石垣市が尖閣諸島に
行政標柱を建立

米国民政府からの提案により、
琉球政府が尖閣諸島5島に不
法入域に対する警告板を設置

1970年7月

1939年
農林省資源調査
団が尖閣諸島の
上陸調査を実施

1920年
大正島を八重山郡
石垣村に編入

1893年11月2日
沖縄県知事が
国標建設を政
府に上申

1884年-85年
清仏戦争（ベト
ナムの宗主権
を巡って勃発）

1885年4月

1895年1月14日
国標建設を閣議決定、
沖縄県所轄編入（領土編入）

1896年3月5日
明治29年勅令13号
により尖閣諸島が
八重山郡に編入

1948年
久場島を
米軍射爆
撃演習場
に指定

1950年12月
琉球列島米国民政府
（USCAR）が発足し、
尖閣諸島は施政対象と
なる琉球の範囲に含ま
れた

1955年3月
魚釣島近海で発生
した第三清徳丸事
件にUSCAR、琉球
政府が対応

1950年代
琉球政府は尖閣諸
島を管轄下におき、
琉球警察による取
締など管理を実施

1950年
高良鉄夫氏による
尖閣諸島の学術調
査が行われる

1971年
琉球大学が総合的
な学術調査を実施

1979年
旧沖縄開発庁が
学術調査、利用
開発可能性調
査を実施

1950年代
各機関が尖閣諸島
周辺海域を含む漁
場調査等を実施

尖閣諸島は、東シナ
海を行き来する船の
航路の目印にされ古
くから知られる存在
だった（琉球の人は
尖閣諸島について地
理的認識を有してい
た）

漁業者の出漁が
続く

時代区分 I

巨文島事件（英露が
対立し朝鮮南部の
離島である巨文島
を英国海軍が占領）

1901年
尖閣諸島4島が八重
山郡大浜間切登野城
村の小字に編入

1932年-
尖閣諸島4島を
土地台帳に登記
し、地租設定

1908年
八重山村が新設さ
れ尖閣諸島が同村
の所属になる

※

※

1896年8月
古賀辰四郎に尖
閣諸島4島の開拓
を許可し、30年間
無償貸与を決定

1926年9月-
古賀善次か
ら尖閣諸島4
島の土地使
用料を徴収

1932年
尖閣諸島
4島を古賀
善次に払い
下げ

※魚釣島、南小島、北小島、久場島

※沖縄県知事が政府に尖閣諸島
　への国標建設の指揮を請う
　（1885年9月）

※不動産税

尖閣諸島が
無人島となる

九州の漁業関係者が操業を開始するなど、
戦前同様、尖閣諸島周辺海域は漁場として
利用された

米軍は戦時中
から尖閣諸島
が沖縄の範囲
にあることを
認識

1958年
米国が琉球政府
との間に、久場島
を含む軍用地の
総括賃借契約を
締結
※地権者は古賀善次

※

琉球政府許可のサンゴ漁
について、尖閣諸島周辺海
域が漁場として利用される

以降も、琉球大学等による
学術調査が継続的に行わ
れる

尖閣諸島関係資料集vol.2

（米国軍政府が沖縄統治開始）

1889年
沖縄県が漁
業者から尖
閣諸島への
進出状況を
聞き取り

尖閣諸島への漁業者の進
出が活発となり、尖閣諸島
に出漁した漁業者の遭難
が相次ぐなど、取締や管理
の必要性が生じた。

1971年6月17日
沖縄返還協定
に日米が署名。
合意議事録の
「琉球諸島及び
大東諸島」の範
囲に尖閣諸島
が含まれた
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米
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米
軍
）

1868年
明治元年

明治政府
樹立

1879年
明治12年

沖縄県設置
（琉球藩廃止）

1894年8月1日
明治27年

日清戦争
宣戦布告

1939年
昭和14年

第二次世界
大戦勃発

1941年12月
昭和16年

日米開戦

1895年4月17日
明治28年

日清戦争終結
（下関条約）

1951年9月
昭和26年

サンフランシスコ
平和条約署名

1950年12月
昭和25年

琉球列島
米国民政府
（USCAR）発足

1952年4月
昭和27年

琉球政府発足

1972年5月15日
昭和47年

沖縄返還協定発効

1945年8月
昭和20年

ポツダム宣言受諾、終戦

1946年4月～
昭和20年

沖縄民政府、臨時
北部南西諸島政庁、
宮古民政府、
八重山民政府発足

尖閣諸島をめぐる出来事

1885年（明治18年） 1895年（明治28年） 1945年（昭和20年） 1969年（昭和44年）

時代区分 II
1885年以前 沖縄県が調査を行って以降、領土編入前まで

時代区分 III
尖閣諸島の領土編入が閣議決定されて以降、

第二次世界大戦終戦まで

時代区分 IV
戦後、沖縄返還に向けた動きが具体化するまで

1945年～1960年代終わり

時代区分 V
沖縄返還前後の動き
1972年前後

1885年10月
沖縄県が尖閣
諸島を調査

1971年12月30日
中国外交部が
尖閣諸島の領
有権の主張を
開始（根拠のな
い独自の主張）

1971年6月
台湾外交部
が尖閣諸島
の領有権の
主張を開始
（根拠のない
独自の主張）

1969年5月
国連アジア極東
経済委員会　
（ECAFE）が尖
閣諸島、台湾周
辺海域の石油埋
蔵可能性を示す
報告書を公表

1969年6月
尖閣諸島周辺海域
の海底地質調査
（総理府委託）

1890年1月13日
水産事業者取
締を理由に沖
縄県知事が政
府に所轄編入
を上申

1891年末
尖閣諸島を八重山
警察署の管轄に仮
編入

1889年
石垣島に水
産業奨励組
織「八重山
島共同水産
会社」設立

1889年末
久場島、魚釣
島に八重山島
共同水産会社
が出漁を開始

1897年3月
古賀辰四郎が
労働者を尖閣
諸島に派遣。
久場島を中心
に開拓開始

1908年頃
鰹節製造事業
が軌道にのり
古賀辰四郎に
よる尖閣諸島
の開拓が進む

1893年
八重山方面以
外からも漁業
者集団が尖閣
諸島への出漁
を計画

1969年
石垣市が尖閣諸島に
行政標柱を建立

米国民政府からの提案により、
琉球政府が尖閣諸島5島に不
法入域に対する警告板を設置

1970年7月

1939年
農林省資源調査
団が尖閣諸島の
上陸調査を実施

1920年
大正島を八重山郡
石垣村に編入

1893年11月2日
沖縄県知事が
国標建設を政
府に上申

1884年-85年
清仏戦争（ベト
ナムの宗主権
を巡って勃発）

1885年4月

1895年1月14日
国標建設を閣議決定、
沖縄県所轄編入（領土編入）

1896年3月5日
明治29年勅令13号
により尖閣諸島が
八重山郡に編入

1948年
久場島を
米軍射爆
撃演習場
に指定

1950年12月
琉球列島米国民政府
（USCAR）が発足し、
尖閣諸島は施政対象と
なる琉球の範囲に含ま
れた

1955年3月
魚釣島近海で発生
した第三清徳丸事
件にUSCAR、琉球
政府が対応

1950年代
琉球政府は尖閣諸
島を管轄下におき、
琉球警察による取
締など管理を実施

1950年
高良鉄夫氏による
尖閣諸島の学術調
査が行われる

1971年
琉球大学が総合的
な学術調査を実施

1979年
旧沖縄開発庁が
学術調査、利用
開発可能性調
査を実施

1950年代
各機関が尖閣諸島
周辺海域を含む漁
場調査等を実施

尖閣諸島は、東シナ
海を行き来する船の
航路の目印にされ古
くから知られる存在
だった（琉球の人は
尖閣諸島について地
理的認識を有してい
た）

漁業者の出漁が
続く

時代区分 I

巨文島事件（英露が
対立し朝鮮南部の
離島である巨文島
を英国海軍が占領）

1901年
尖閣諸島4島が八重
山郡大浜間切登野城
村の小字に編入

1932年-
尖閣諸島4島を
土地台帳に登記
し、地租設定

1908年
八重山村が新設さ
れ尖閣諸島が同村
の所属になる

※

※

1896年8月
古賀辰四郎に尖
閣諸島4島の開拓
を許可し、30年間
無償貸与を決定

1926年9月-
古賀善次か
ら尖閣諸島4
島の土地使
用料を徴収

1932年
尖閣諸島
4島を古賀
善次に払い
下げ

※魚釣島、南小島、北小島、久場島

※沖縄県知事が政府に尖閣諸島
　への国標建設の指揮を請う
　（1885年9月）

※不動産税

尖閣諸島が
無人島となる

九州の漁業関係者が操業を開始するなど、
戦前同様、尖閣諸島周辺海域は漁場として
利用された

米軍は戦時中
から尖閣諸島
が沖縄の範囲
にあることを
認識

1958年
米国が琉球政府
との間に、久場島
を含む軍用地の
総括賃借契約を
締結
※地権者は古賀善次

※

琉球政府許可のサンゴ漁
について、尖閣諸島周辺海
域が漁場として利用される

以降も、琉球大学等による
学術調査が継続的に行わ
れる
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（米国軍政府が沖縄統治開始）

1889年
沖縄県が漁
業者から尖
閣諸島への
進出状況を
聞き取り

尖閣諸島への漁業者の進
出が活発となり、尖閣諸島
に出漁した漁業者の遭難
が相次ぐなど、取締や管理
の必要性が生じた。

1971年6月17日
沖縄返還協定
に日米が署名。
合意議事録の
「琉球諸島及び
大東諸島」の範
囲に尖閣諸島
が含まれた
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2 資料説明
（1）米軍の施政下におかれた琉球列島（1945年～）
　1945年（昭和20年）9月7日、米軍に対して琉球列島の全日
本軍が無条件降伏を受け入れる降伏文書が署名され、公式に
沖縄戦が終結した。琉球列島米国軍政府による占領統治が開
始され軍政が敷かれた。米軍は、戦時中から八重山諸島に属す
るものとして、尖閣諸島を琉球列島に含めていたことが窺われ
（※1）、戦後直後の、米国軍政府の活動報告第1号（1946年7
月発行）においても、尖閣諸島を琉球列島の範囲に含めている
（→No.１）。
　この軍政の下に、沖縄諮詢会などの住民の自治組織が発足
し、その後、沖縄諮詢会に代わって沖縄民政府が設立され、宮
古、八重山群島には宮古民政府、八重山民政府が置かれ、奄美
群島には臨時北部南西諸島政庁が置かれた。尖閣諸島が石垣
町（市）に含まれることは、戦前から不変であった（→No.2）。

 （2）琉球列島米軍政府の布令（1950年9月～）
　1950年（昭和25年）になると、軍政下にあった琉球列島に、
米国軍政府布令第22号「群島組織法」が施行され（→No.3）
公選による各群島政府が設立された。
　この布令により、奄美、宮古、沖縄、八重山の各群島に設置さ
れていた沖縄県民政府などが、４つの群島政府（沖縄群島政
府・奄美群島政府・宮古群島政府・八重山群島政府）に再編さ
れ、各群島の範囲が緯度経度で規定された。これにより、大正
島が宮古群島の範囲に（宮古群島政府の管轄下に）、それ以外
の尖閣諸島各島が八重山群島の範囲に（八重山群島政府の管
轄下に）含まれた。

 （3）琉球政府の発足（1952年4月～）
　1950年（昭和25年）12月15日、米国軍政府が廃止され、
琉球列島米国民政府（USCAR）が設立された。サンフランシス
コ平和条約の発効（1952年（昭和27年）4月28日）により、琉
球列島は、「北緯29度以南の南西諸島」として米国の施政下に
置かれることになるが、その頃USCARは、1952年2月29日公
布、同年4月1日施行の「米国民政府布令第68号」（琉球政府
章典：→No.4）をもって、各群島政府を廃し琉球政府を設置し
た。この布令には、施政下に置く琉球列島の範囲が緯度経度で
示され、尖閣諸島がその範囲の中に含まれている。
　その後、琉球列島の一部として米国の統治下にあった奄美
諸島の施政権が日本に返還されることとなり（1953年（昭和
28年）12月25日付）、USCARおよび琉球政府は、その地理的

境界を再設定する必要が生じた。そこでUSCARは、「米国民
政府布告第27号」（琉球列島の地理的境界：→No.5）を発出
し、その第１条において、USCAR及び琉球政府の地理的境界
を緯度経度で示し、その範囲の中に尖閣諸島が引き続き含ま
れた（下図参照）。
　この他にも、USCARは関連する布告等で琉球列島の範囲

を示している。例として、出入管理に関する「琉球列島出入管理
令」（1954年（昭和29年）２月11日公布：→No.6）や、「刑法及
び刑事訴訟法」（1955年（昭和30年）3月16日公布：→No.7）
においても、「琉球列島の地理的境界」（→No.5）で規定される
範囲が琉球列島の範囲として示されている。

（4）沖縄返還（1972年5月）
　1969年（昭和44年）11月の日米首脳会談以降、沖縄返還
交渉が進展し、1971年（昭和46年）6月17日、「琉球諸島及び
大東諸島に関する日本国とアメリカ合衆国との間の協定」（略
称：米国との沖縄返還協定）が署名に至った。この協定により、
沖縄の施政権が米国から日本に返還されることが決まり、
1972年（昭和47年）5月15日の発効によって沖縄は本土に復
帰した。
　この協定には、「合意された議事録」（→No.8）が付属してお
り、この議事録において、上述の「琉球列島の地理的境界」（→
No.5）が示す範囲が返還対象とされた。

　以上のとおり、米軍（米国）は、戦時中から一貫して尖閣諸島
を八重山諸島に属するものとして扱い、関連する布告等によっ
て施政下におく琉球列島の範囲に明確な形で尖閣諸島を含
め、沖縄返還においても返還対象に明確な形で尖閣諸島を含
めるに至った。このことから、尖閣諸島の施政権もまた米国か
ら日本に返還されたことがわかる。

（5）射爆撃演習場に指定された久場島
　米軍（米国）が、尖閣諸島を施政下におく琉球列島の範囲に
含めていたことは既述のとおりであるが、米軍はまた、久場島、
大正島を射爆撃演習場に指定し使用していた。1948年1月に
は久場島が射爆撃演習場として永久危険区域に指定されてい
たことが明らかになっており（→No.9）、1948年4月には、久場
島の半径5マイルが永久危険区域に指定されたことが米軍政
府から沖縄民政府の知事宛に通知され（→No.10）、この通知
を受け、沖縄民政府は、漁業関係機関に久場島の半径5マイル
が出漁禁止区域となったことを通達した（→No.11）。同年7月
には、期限を定めず久場島を射爆撃演習場として使用すること
が米軍内で確認されている（→No.12）。

　なお、米国は、久場島を軍用地として使用するにあたり、琉球
政府に軍用地として久場島の取得を要求し、その告知書が作
成され登記された（→No.13）。その後、琉球政府は、戦前から
の久場島の地権者である古賀善次氏と賃借契約を締結して
いる。
　このように、米軍（米国）は、引き続き戦前からの地方制度や

財産を認め、尖閣諸島を施政下におき、射爆撃演習場として実
際に使用していた。また、琉球政府も、琉球警察署の所轄に尖
閣諸島を含め取締を行い、さんご漁の許可などを通じ行政権
等を行使していた。第三清徳丸事件が魚釣島周辺で勃発した
際も、琉球政府の管轄地域内で発生した事件として対応が行
われた（※2）。

図：米国施政下の統治体制図：USCARの布令等で示された琉球の範囲

①米国民政府布令第68号（琉球政府章典：→No.4）で示された
　琉球の範囲 （1952年（昭和27年）2月29日）

②米国民政府布告第27号（琉球列島の地理的境界：→No.5）で
　示された琉球の範囲 （1953年（昭和28年）12月25日）
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SUMMATION of UNITED STATES ARMY MILITARY
GOVERNMENT ACTIVITIES in the RYUKYU 
ISLANDS No1 July-November 1946

尖閣諸島が琉球列島に含まれていることがわかる
米国軍政府の活動報告

1946年（昭和21年）11月以降
所蔵：外務省外交史料館

第二次世界大戦終戦後に琉球列島を
占領統治した米国軍政府による活動報
告の第1号。冒頭に、琉球列島の地図が
掲載され、その範囲内に「SENKAKU- 
GUNTO」として、尖閣諸島が含まれて
いる。
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No.1

八重山民政府概況書

琉球列島（八重山）の中に尖閣諸島が含まれている
ことがわかる資料

1948年（昭和23年）
所蔵：沖縄県公文書館

八重山民政府が作成した管下の情報
をまとめた資料で、八重山群島の面積
等を記載した欄に尖閣諸島が記載さ
れている。尖閣諸島が石垣町に含まれ
ることは戦前から不変であった。
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No.2

軍政府布令第22号「群島組織法」

尖閣諸島が施政下に置かれていることがわかる
米国軍政府の布令

1950年（昭和25年）8月4日（公布）
1950年（昭和25年）9月1日（施行）
所蔵：沖縄県公文書館

軍事占領下の琉球列島に、各群島政府
を設立することを目的として、米国軍政
府が1950年（昭和25年）8月4日に公
布した布令。第１章第１条で、各群島の
範囲が緯度経度で示され、宮古群島範
囲に大正島が、それ以外の尖閣諸島各
島が八重山群島の範囲に含まれた。

No.3

p.23

米国民政府布令第68号 「琉球政府章典」

尖閣諸島が施政下に置かれていることがわかる
米国民政府の布令

1952年（昭和27年）2月29日（公布）
1952年（昭和27年）4月1日（施行）
所蔵：沖縄県公文書館

1952年（昭和27年）4月1日に設立さ
れた琉球政府の、組織や運営、住民の
権利義務などを定めた布令。第1条で
琉球政府の政治および地理的管轄区
域が緯度経度で示され、尖閣諸島がそ
の範囲に含まれた。

No.4

p.29

米国民政府布告第27号「琉球列島の地理的境界」

尖閣諸島が施政下に置かれていることがわかる
米国民政府の布告

1953年（昭和28年）12月25日公布
所蔵：沖縄県公文書館

琉球列島の一部として米国の統治下に
あった奄美諸島が日本に返還されるた
め、琉球列島米国民政府および琉球政
府の地理的境界を再設定する必要が
生じて出された布告。第１条で琉球列
島米国民政府及び琉球政府の地理的
境界が緯度経度で指定され、その範囲
内に尖閣諸島が含まれている。
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2 資料説明
（1）米軍の施政下におかれた琉球列島（1945年～）
　1945年（昭和20年）9月7日、米軍に対して琉球列島の全日
本軍が無条件降伏を受け入れる降伏文書が署名され、公式に
沖縄戦が終結した。琉球列島米国軍政府による占領統治が開
始され軍政が敷かれた。米軍は、戦時中から八重山諸島に属す
るものとして、尖閣諸島を琉球列島に含めていたことが窺われ
（※1）、戦後直後の、米国軍政府の活動報告第1号（1946年7
月発行）においても、尖閣諸島を琉球列島の範囲に含めている
（→No.１）。
　この軍政の下に、沖縄諮詢会などの住民の自治組織が発足
し、その後、沖縄諮詢会に代わって沖縄民政府が設立され、宮
古、八重山群島には宮古民政府、八重山民政府が置かれ、奄美
群島には臨時北部南西諸島政庁が置かれた。尖閣諸島が石垣
町（市）に含まれることは、戦前から不変であった（→No.2）。

 （2）琉球列島米軍政府の布令（1950年9月～）
　1950年（昭和25年）になると、軍政下にあった琉球列島に、
米国軍政府布令第22号「群島組織法」が施行され（→No.3）
公選による各群島政府が設立された。
　この布令により、奄美、宮古、沖縄、八重山の各群島に設置さ
れていた沖縄県民政府などが、４つの群島政府（沖縄群島政
府・奄美群島政府・宮古群島政府・八重山群島政府）に再編さ
れ、各群島の範囲が緯度経度で規定された。これにより、大正
島が宮古群島の範囲に（宮古群島政府の管轄下に）、それ以外
の尖閣諸島各島が八重山群島の範囲に（八重山群島政府の管
轄下に）含まれた。

 （3）琉球政府の発足（1952年4月～）
　1950年（昭和25年）12月15日、米国軍政府が廃止され、
琉球列島米国民政府（USCAR）が設立された。サンフランシス
コ平和条約の発効（1952年（昭和27年）4月28日）により、琉
球列島は、「北緯29度以南の南西諸島」として米国の施政下に
置かれることになるが、その頃USCARは、1952年2月29日公
布、同年4月1日施行の「米国民政府布令第68号」（琉球政府
章典：→No.4）をもって、各群島政府を廃し琉球政府を設置し
た。この布令には、施政下に置く琉球列島の範囲が緯度経度で
示され、尖閣諸島がその範囲の中に含まれている。
　その後、琉球列島の一部として米国の統治下にあった奄美
諸島の施政権が日本に返還されることとなり（1953年（昭和
28年）12月25日付）、USCARおよび琉球政府は、その地理的

境界を再設定する必要が生じた。そこでUSCARは、「米国民
政府布告第27号」（琉球列島の地理的境界：→No.5）を発出
し、その第１条において、USCAR及び琉球政府の地理的境界
を緯度経度で示し、その範囲の中に尖閣諸島が引き続き含ま
れた（下図参照）。
　この他にも、USCARは関連する布告等で琉球列島の範囲

を示している。例として、出入管理に関する「琉球列島出入管理
令」（1954年（昭和29年）２月11日公布：→No.6）や、「刑法及
び刑事訴訟法」（1955年（昭和30年）3月16日公布：→No.7）
においても、「琉球列島の地理的境界」（→No.5）で規定される
範囲が琉球列島の範囲として示されている。

（4）沖縄返還（1972年5月）
　1969年（昭和44年）11月の日米首脳会談以降、沖縄返還
交渉が進展し、1971年（昭和46年）6月17日、「琉球諸島及び
大東諸島に関する日本国とアメリカ合衆国との間の協定」（略
称：米国との沖縄返還協定）が署名に至った。この協定により、
沖縄の施政権が米国から日本に返還されることが決まり、
1972年（昭和47年）5月15日の発効によって沖縄は本土に復
帰した。
　この協定には、「合意された議事録」（→No.8）が付属してお
り、この議事録において、上述の「琉球列島の地理的境界」（→
No.5）が示す範囲が返還対象とされた。

　以上のとおり、米軍（米国）は、戦時中から一貫して尖閣諸島
を八重山諸島に属するものとして扱い、関連する布告等によっ
て施政下におく琉球列島の範囲に明確な形で尖閣諸島を含
め、沖縄返還においても返還対象に明確な形で尖閣諸島を含
めるに至った。このことから、尖閣諸島の施政権もまた米国か
ら日本に返還されたことがわかる。

（5）射爆撃演習場に指定された久場島
　米軍（米国）が、尖閣諸島を施政下におく琉球列島の範囲に
含めていたことは既述のとおりであるが、米軍はまた、久場島、
大正島を射爆撃演習場に指定し使用していた。1948年1月に
は久場島が射爆撃演習場として永久危険区域に指定されてい
たことが明らかになっており（→No.9）、1948年4月には、久場
島の半径5マイルが永久危険区域に指定されたことが米軍政
府から沖縄民政府の知事宛に通知され（→No.10）、この通知
を受け、沖縄民政府は、漁業関係機関に久場島の半径5マイル
が出漁禁止区域となったことを通達した（→No.11）。同年7月
には、期限を定めず久場島を射爆撃演習場として使用すること
が米軍内で確認されている（→No.12）。

　なお、米国は、久場島を軍用地として使用するにあたり、琉球
政府に軍用地として久場島の取得を要求し、その告知書が作
成され登記された（→No.13）。その後、琉球政府は、戦前から
の久場島の地権者である古賀善次氏と賃借契約を締結して
いる。
　このように、米軍（米国）は、引き続き戦前からの地方制度や

財産を認め、尖閣諸島を施政下におき、射爆撃演習場として実
際に使用していた。また、琉球政府も、琉球警察署の所轄に尖
閣諸島を含め取締を行い、さんご漁の許可などを通じ行政権
等を行使していた。第三清徳丸事件が魚釣島周辺で勃発した
際も、琉球政府の管轄地域内で発生した事件として対応が行
われた（※2）。

図：米国施政下の統治体制図：USCARの布令等で示された琉球の範囲

①米国民政府布令第68号（琉球政府章典：→No.4）で示された
　琉球の範囲 （1952年（昭和27年）2月29日）

②米国民政府布告第27号（琉球列島の地理的境界：→No.5）で
　示された琉球の範囲 （1953年（昭和28年）12月25日）
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SUMMATION of UNITED STATES ARMY MILITARY
GOVERNMENT ACTIVITIES in the RYUKYU 
ISLANDS No1 July-November 1946

尖閣諸島が琉球列島に含まれていることがわかる
米国軍政府の活動報告

1946年（昭和21年）11月以降
所蔵：外務省外交史料館

第二次世界大戦終戦後に琉球列島を
占領統治した米国軍政府による活動報
告の第1号。冒頭に、琉球列島の地図が
掲載され、その範囲内に「SENKAKU- 
GUNTO」として、尖閣諸島が含まれて
いる。
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No.1

八重山民政府概況書

琉球列島（八重山）の中に尖閣諸島が含まれている
ことがわかる資料

1948年（昭和23年）
所蔵：沖縄県公文書館

八重山民政府が作成した管下の情報
をまとめた資料で、八重山群島の面積
等を記載した欄に尖閣諸島が記載さ
れている。尖閣諸島が石垣町に含まれ
ることは戦前から不変であった。
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No.2

軍政府布令第22号「群島組織法」

尖閣諸島が施政下に置かれていることがわかる
米国軍政府の布令

1950年（昭和25年）8月4日（公布）
1950年（昭和25年）9月1日（施行）
所蔵：沖縄県公文書館

軍事占領下の琉球列島に、各群島政府
を設立することを目的として、米国軍政
府が1950年（昭和25年）8月4日に公
布した布令。第１章第１条で、各群島の
範囲が緯度経度で示され、宮古群島範
囲に大正島が、それ以外の尖閣諸島各
島が八重山群島の範囲に含まれた。

No.3

p.23

米国民政府布令第68号 「琉球政府章典」

尖閣諸島が施政下に置かれていることがわかる
米国民政府の布令

1952年（昭和27年）2月29日（公布）
1952年（昭和27年）4月1日（施行）
所蔵：沖縄県公文書館

1952年（昭和27年）4月1日に設立さ
れた琉球政府の、組織や運営、住民の
権利義務などを定めた布令。第1条で
琉球政府の政治および地理的管轄区
域が緯度経度で示され、尖閣諸島がそ
の範囲に含まれた。
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p.29

米国民政府布告第27号「琉球列島の地理的境界」

尖閣諸島が施政下に置かれていることがわかる
米国民政府の布告

1953年（昭和28年）12月25日公布
所蔵：沖縄県公文書館

琉球列島の一部として米国の統治下に
あった奄美諸島が日本に返還されるた
め、琉球列島米国民政府および琉球政
府の地理的境界を再設定する必要が
生じて出された布告。第１条で琉球列
島米国民政府及び琉球政府の地理的
境界が緯度経度で指定され、その範囲
内に尖閣諸島が含まれている。
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奄美大島

①

②

24°N

29°N
120°E 125°E 130°E

5 6

※1 『平成31年度尖閣諸島に関する資料調査報告書』pp.89-92（資料No.47、48）参照
https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/img/data/archives-senkaku06.pdf
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（1）米軍の施政下におかれた琉球列島（1945年～）
　1945年（昭和20年）9月7日、米軍に対して琉球列島の全日
本軍が無条件降伏を受け入れる降伏文書が署名され、公式に
沖縄戦が終結した。琉球列島米国軍政府による占領統治が開
始され軍政が敷かれた。米軍は、戦時中から八重山諸島に属す
るものとして、尖閣諸島を琉球列島に含めていたことが窺われ
（※1）、戦後直後の、米国軍政府の活動報告第1号（1946年7
月発行）においても、尖閣諸島を琉球列島の範囲に含めている
（→No.１）。
　この軍政の下に、沖縄諮詢会などの住民の自治組織が発足
し、その後、沖縄諮詢会に代わって沖縄民政府が設立され、宮
古、八重山群島には宮古民政府、八重山民政府が置かれ、奄美
群島には臨時北部南西諸島政庁が置かれた。尖閣諸島が石垣
町（市）に含まれることは、戦前から不変であった（→No.2）。

 （2）琉球列島米軍政府の布令（1950年9月～）
　1950年（昭和25年）になると、軍政下にあった琉球列島に、
米国軍政府布令第22号「群島組織法」が施行され（→No.3）
公選による各群島政府が設立された。
　この布令により、奄美、宮古、沖縄、八重山の各群島に設置さ
れていた沖縄県民政府などが、４つの群島政府（沖縄群島政
府・奄美群島政府・宮古群島政府・八重山群島政府）に再編さ
れ、各群島の範囲が緯度経度で規定された。これにより、大正
島が宮古群島の範囲に（宮古群島政府の管轄下に）、それ以外
の尖閣諸島各島が八重山群島の範囲に（八重山群島政府の管
轄下に）含まれた。

 （3）琉球政府の発足（1952年4月～）
　1950年（昭和25年）12月15日、米国軍政府が廃止され、
琉球列島米国民政府（USCAR）が設立された。サンフランシス
コ平和条約の発効（1952年（昭和27年）4月28日）により、琉
球列島は、「北緯29度以南の南西諸島」として米国の施政下に
置かれることになるが、その頃USCARは、1952年2月29日公
布、同年4月1日施行の「米国民政府布令第68号」（琉球政府
章典：→No.4）をもって、各群島政府を廃し琉球政府を設置し
た。この布令には、施政下に置く琉球列島の範囲が緯度経度で
示され、尖閣諸島がその範囲の中に含まれている。
　その後、琉球列島の一部として米国の統治下にあった奄美
諸島の施政権が日本に返還されることとなり（1953年（昭和
28年）12月25日付）、USCARおよび琉球政府は、その地理的

境界を再設定する必要が生じた。そこでUSCARは、「米国民
政府布告第27号」（琉球列島の地理的境界：→No.5）を発出
し、その第１条において、USCAR及び琉球政府の地理的境界
を緯度経度で示し、その範囲の中に尖閣諸島が引き続き含ま
れた（下図参照）。
　この他にも、USCARは関連する布告等で琉球列島の範囲

を示している。例として、出入管理に関する「琉球列島出入管理
令」（1954年（昭和29年）２月11日公布：→No.6）や、「刑法及
び刑事訴訟法」（1955年（昭和30年）3月16日公布：→No.7）
においても、「琉球列島の地理的境界」（→No.5）で規定される
範囲が琉球列島の範囲として示されている。

（4）沖縄返還（1972年5月）
　1969年（昭和44年）11月の日米首脳会談以降、沖縄返還
交渉が進展し、1971年（昭和46年）6月17日、「琉球諸島及び
大東諸島に関する日本国とアメリカ合衆国との間の協定」（略
称：米国との沖縄返還協定）が署名に至った。この協定により、
沖縄の施政権が米国から日本に返還されることが決まり、
1972年（昭和47年）5月15日の発効によって沖縄は本土に復
帰した。
　この協定には、「合意された議事録」（→No.8）が付属してお
り、この議事録において、上述の「琉球列島の地理的境界」（→
No.5）が示す範囲が返還対象とされた。

　以上のとおり、米軍（米国）は、戦時中から一貫して尖閣諸島
を八重山諸島に属するものとして扱い、関連する布告等によっ
て施政下におく琉球列島の範囲に明確な形で尖閣諸島を含
め、沖縄返還においても返還対象に明確な形で尖閣諸島を含
めるに至った。このことから、尖閣諸島の施政権もまた米国か
ら日本に返還されたことがわかる。

（5）射爆撃演習場に指定された久場島
　米軍（米国）が、尖閣諸島を施政下におく琉球列島の範囲に
含めていたことは既述のとおりであるが、米軍はまた、久場島、
大正島を射爆撃演習場に指定し使用していた。1948年1月に
は久場島が射爆撃演習場として永久危険区域に指定されてい
たことが明らかになっており（→No.9）、1948年4月には、久場
島の半径5マイルが永久危険区域に指定されたことが米軍政
府から沖縄民政府の知事宛に通知され（→No.10）、この通知
を受け、沖縄民政府は、漁業関係機関に久場島の半径5マイル
が出漁禁止区域となったことを通達した（→No.11）。同年7月
には、期限を定めず久場島を射爆撃演習場として使用すること
が米軍内で確認されている（→No.12）。

　なお、米国は、久場島を軍用地として使用するにあたり、琉球
政府に軍用地として久場島の取得を要求し、その告知書が作
成され登記された（→No.13）。その後、琉球政府は、戦前から
の久場島の地権者である古賀善次氏と賃借契約を締結して
いる。
　このように、米軍（米国）は、引き続き戦前からの地方制度や

財産を認め、尖閣諸島を施政下におき、射爆撃演習場として実
際に使用していた。また、琉球政府も、琉球警察署の所轄に尖
閣諸島を含め取締を行い、さんご漁の許可などを通じ行政権
等を行使していた。第三清徳丸事件が魚釣島周辺で勃発した
際も、琉球政府の管轄地域内で発生した事件として対応が行
われた（※2）。

［作戦：射撃・爆撃演習場（第1航空師団規則55-8の改正）］

久場島が米軍の射爆撃演習場に指定されている
ことがわかる資料

1948年（昭和23年）1月15日
所蔵：沖縄県公文書館
（原本所蔵：米国国立公文書館）

1946年（昭和21年）10月15日付の第
一航空師団司令部の規則「55-8」を改
正するとした1948年（昭和23年）1月
15日付の文書。尖閣諸島の久場島な
ど、5か所の区域を永久危険区域として
指定している。

No.9

p.45

[琉球米軍司令部による永久危険区域の指定]
米軍から沖縄群島知事への射爆撃演習地指定告知

1948年（昭和23年）4月9日
所蔵：沖縄県公文書館

米国軍政府副長官を通じて、琉球米軍
司令部から沖縄（群島）知事宛に通達
された告知（1948年（昭和２３年）4月
9日付）。久場島など5つの区域を永久
危険区域とし、このことを全関係者に
告知するよう指示している。

No.10

p.47

沖水第44号[爆撃演習による出漁禁止区域について]
沖縄民政府から漁業関係機関への演習場指定通知

1948年（昭和23年）4月22日
所蔵：沖縄県公文書館

米国軍政府からの射爆撃演習場指定
告知（→No.10）を受け、沖縄民政府が
久場島を含む永久危険区域について、
沖縄水産組合連合会長他漁業関係者
に出漁禁止を通知した文書。

p.51

No.11

 [危険区域の無期限使用告知]

久場島を射爆撃演習場として無期限に使用することを
確認する文書

1948年（昭和23年）7月27日
所蔵：沖縄県公文書館

米軍工兵隊総務部長から民政官室総
務部長に宛て、久場島を含む5ヶ所を
危険区域（射爆撃演習場）として無期
限に使用することを告知した文書。

p.53

No.12

米国民政府布令第125号「琉球列島出入管理令」

1954年（昭和29年）2月11日（公布）
1954年（昭和29年）2月15日（施行）
所蔵：沖縄県公文書館

米軍要員と琉球列島居住者以外の者
の出入管理を定める布令（1954年（昭
和29年）2月11日に公布）。第6条で琉
球列島の範囲が示され、尖閣諸島が含
まれている。

p.37

No.6

米国民政府布令第144号「刑法及び刑事訴訟法」

尖閣諸島が施政下に置かれていることがわかる
米国民政府の布令

1955年（昭和30年）3月16日（公布）
1955年（昭和30年）4月9日（施行）
所蔵：沖縄県公文書館

米国軍政府布令第1号「刑法及び刑事
訴訟法」が廃止され、それに代わって
1955年（昭和30年）3月16日に公布
された布令。琉球の範囲に尖閣諸島が
含まれている。

No.7

p.39 財産取得要求告知書 石垣市 NR-183 ENG-0227不定期
間賃借権

米国が琉球政府に久場島の取得を要求する告知書

1960年（昭和35年）
所蔵：沖縄県公文書館

米国が石垣市に所在する久場島を無
期貸借して軍用地として取得するよう
琉球政府に要求した文書。その後、琉
球政府と久場島の所有者である古賀
善次氏との間で契約が締結された。

No.13

p.55

米国との沖縄返還協定（合意された議事録）

1971年（昭和46年）6月17日
所蔵：外務省（条約データ検索）

「米国との沖縄返還協定」（略称）付属
の合意議事録。協定の第1条に関し、
「琉球諸島及び大東諸島」の範囲が、米
国民政府布告第27号（→No.5）に指
定されているとおりとされ、改めて緯度
経度で明示された。

No.8

p.43

尖閣諸島が施政下に置かれていることがわかる
米国民政府の布令

米国から日本に施政権が返還される沖縄に
尖閣諸島が含まれることを示す合意議事録

7 8

※2 『平成31年度尖閣諸島に関する資料調査報告書』pp.103-106（資料No.54、55、56）参照
https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/img/data/archives-senkaku06.pdf
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（1）米軍の施政下におかれた琉球列島（1945年～）
　1945年（昭和20年）9月7日、米軍に対して琉球列島の全日
本軍が無条件降伏を受け入れる降伏文書が署名され、公式に
沖縄戦が終結した。琉球列島米国軍政府による占領統治が開
始され軍政が敷かれた。米軍は、戦時中から八重山諸島に属す
るものとして、尖閣諸島を琉球列島に含めていたことが窺われ
（※1）、戦後直後の、米国軍政府の活動報告第1号（1946年7
月発行）においても、尖閣諸島を琉球列島の範囲に含めている
（→No.１）。
　この軍政の下に、沖縄諮詢会などの住民の自治組織が発足
し、その後、沖縄諮詢会に代わって沖縄民政府が設立され、宮
古、八重山群島には宮古民政府、八重山民政府が置かれ、奄美
群島には臨時北部南西諸島政庁が置かれた。尖閣諸島が石垣
町（市）に含まれることは、戦前から不変であった（→No.2）。

 （2）琉球列島米軍政府の布令（1950年9月～）
　1950年（昭和25年）になると、軍政下にあった琉球列島に、
米国軍政府布令第22号「群島組織法」が施行され（→No.3）
公選による各群島政府が設立された。
　この布令により、奄美、宮古、沖縄、八重山の各群島に設置さ
れていた沖縄県民政府などが、４つの群島政府（沖縄群島政
府・奄美群島政府・宮古群島政府・八重山群島政府）に再編さ
れ、各群島の範囲が緯度経度で規定された。これにより、大正
島が宮古群島の範囲に（宮古群島政府の管轄下に）、それ以外
の尖閣諸島各島が八重山群島の範囲に（八重山群島政府の管
轄下に）含まれた。

 （3）琉球政府の発足（1952年4月～）
　1950年（昭和25年）12月15日、米国軍政府が廃止され、
琉球列島米国民政府（USCAR）が設立された。サンフランシス
コ平和条約の発効（1952年（昭和27年）4月28日）により、琉
球列島は、「北緯29度以南の南西諸島」として米国の施政下に
置かれることになるが、その頃USCARは、1952年2月29日公
布、同年4月1日施行の「米国民政府布令第68号」（琉球政府
章典：→No.4）をもって、各群島政府を廃し琉球政府を設置し
た。この布令には、施政下に置く琉球列島の範囲が緯度経度で
示され、尖閣諸島がその範囲の中に含まれている。
　その後、琉球列島の一部として米国の統治下にあった奄美
諸島の施政権が日本に返還されることとなり（1953年（昭和
28年）12月25日付）、USCARおよび琉球政府は、その地理的

境界を再設定する必要が生じた。そこでUSCARは、「米国民
政府布告第27号」（琉球列島の地理的境界：→No.5）を発出
し、その第１条において、USCAR及び琉球政府の地理的境界
を緯度経度で示し、その範囲の中に尖閣諸島が引き続き含ま
れた（下図参照）。
　この他にも、USCARは関連する布告等で琉球列島の範囲

を示している。例として、出入管理に関する「琉球列島出入管理
令」（1954年（昭和29年）２月11日公布：→No.6）や、「刑法及
び刑事訴訟法」（1955年（昭和30年）3月16日公布：→No.7）
においても、「琉球列島の地理的境界」（→No.5）で規定される
範囲が琉球列島の範囲として示されている。

（4）沖縄返還（1972年5月）
　1969年（昭和44年）11月の日米首脳会談以降、沖縄返還
交渉が進展し、1971年（昭和46年）6月17日、「琉球諸島及び
大東諸島に関する日本国とアメリカ合衆国との間の協定」（略
称：米国との沖縄返還協定）が署名に至った。この協定により、
沖縄の施政権が米国から日本に返還されることが決まり、
1972年（昭和47年）5月15日の発効によって沖縄は本土に復
帰した。
　この協定には、「合意された議事録」（→No.8）が付属してお
り、この議事録において、上述の「琉球列島の地理的境界」（→
No.5）が示す範囲が返還対象とされた。

　以上のとおり、米軍（米国）は、戦時中から一貫して尖閣諸島
を八重山諸島に属するものとして扱い、関連する布告等によっ
て施政下におく琉球列島の範囲に明確な形で尖閣諸島を含
め、沖縄返還においても返還対象に明確な形で尖閣諸島を含
めるに至った。このことから、尖閣諸島の施政権もまた米国か
ら日本に返還されたことがわかる。

（5）射爆撃演習場に指定された久場島
　米軍（米国）が、尖閣諸島を施政下におく琉球列島の範囲に
含めていたことは既述のとおりであるが、米軍はまた、久場島、
大正島を射爆撃演習場に指定し使用していた。1948年1月に
は久場島が射爆撃演習場として永久危険区域に指定されてい
たことが明らかになっており（→No.9）、1948年4月には、久場
島の半径5マイルが永久危険区域に指定されたことが米軍政
府から沖縄民政府の知事宛に通知され（→No.10）、この通知
を受け、沖縄民政府は、漁業関係機関に久場島の半径5マイル
が出漁禁止区域となったことを通達した（→No.11）。同年7月
には、期限を定めず久場島を射爆撃演習場として使用すること
が米軍内で確認されている（→No.12）。

　なお、米国は、久場島を軍用地として使用するにあたり、琉球
政府に軍用地として久場島の取得を要求し、その告知書が作
成され登記された（→No.13）。その後、琉球政府は、戦前から
の久場島の地権者である古賀善次氏と賃借契約を締結して
いる。
　このように、米軍（米国）は、引き続き戦前からの地方制度や

財産を認め、尖閣諸島を施政下におき、射爆撃演習場として実
際に使用していた。また、琉球政府も、琉球警察署の所轄に尖
閣諸島を含め取締を行い、さんご漁の許可などを通じ行政権
等を行使していた。第三清徳丸事件が魚釣島周辺で勃発した
際も、琉球政府の管轄地域内で発生した事件として対応が行
われた（※2）。

［作戦：射撃・爆撃演習場（第1航空師団規則55-8の改正）］

久場島が米軍の射爆撃演習場に指定されている
ことがわかる資料

1948年（昭和23年）1月15日
所蔵：沖縄県公文書館
（原本所蔵：米国国立公文書館）

1946年（昭和21年）10月15日付の第
一航空師団司令部の規則「55-8」を改
正するとした1948年（昭和23年）1月
15日付の文書。尖閣諸島の久場島な
ど、5か所の区域を永久危険区域として
指定している。

No.9

p.45

[琉球米軍司令部による永久危険区域の指定]
米軍から沖縄群島知事への射爆撃演習地指定告知

1948年（昭和23年）4月9日
所蔵：沖縄県公文書館

米国軍政府副長官を通じて、琉球米軍
司令部から沖縄（群島）知事宛に通達
された告知（1948年（昭和２３年）4月
9日付）。久場島など5つの区域を永久
危険区域とし、このことを全関係者に
告知するよう指示している。

No.10

p.47

沖水第44号[爆撃演習による出漁禁止区域について]
沖縄民政府から漁業関係機関への演習場指定通知

1948年（昭和23年）4月22日
所蔵：沖縄県公文書館

米国軍政府からの射爆撃演習場指定
告知（→No.10）を受け、沖縄民政府が
久場島を含む永久危険区域について、
沖縄水産組合連合会長他漁業関係者
に出漁禁止を通知した文書。

p.51

No.11

 [危険区域の無期限使用告知]

久場島を射爆撃演習場として無期限に使用することを
確認する文書

1948年（昭和23年）7月27日
所蔵：沖縄県公文書館

米軍工兵隊総務部長から民政官室総
務部長に宛て、久場島を含む5ヶ所を
危険区域（射爆撃演習場）として無期
限に使用することを告知した文書。

p.53

No.12

米国民政府布令第125号「琉球列島出入管理令」

1954年（昭和29年）2月11日（公布）
1954年（昭和29年）2月15日（施行）
所蔵：沖縄県公文書館

米軍要員と琉球列島居住者以外の者
の出入管理を定める布令（1954年（昭
和29年）2月11日に公布）。第6条で琉
球列島の範囲が示され、尖閣諸島が含
まれている。

p.37

No.6

米国民政府布令第144号「刑法及び刑事訴訟法」

尖閣諸島が施政下に置かれていることがわかる
米国民政府の布令

1955年（昭和30年）3月16日（公布）
1955年（昭和30年）4月9日（施行）
所蔵：沖縄県公文書館

米国軍政府布令第1号「刑法及び刑事
訴訟法」が廃止され、それに代わって
1955年（昭和30年）3月16日に公布
された布令。琉球の範囲に尖閣諸島が
含まれている。

No.7

p.39 財産取得要求告知書 石垣市 NR-183 ENG-0227不定期
間賃借権

米国が琉球政府に久場島の取得を要求する告知書

1960年（昭和35年）
所蔵：沖縄県公文書館

米国が石垣市に所在する久場島を無
期貸借して軍用地として取得するよう
琉球政府に要求した文書。その後、琉
球政府と久場島の所有者である古賀
善次氏との間で契約が締結された。

No.13

p.55

米国との沖縄返還協定（合意された議事録）

1971年（昭和46年）6月17日
所蔵：外務省（条約データ検索）

「米国との沖縄返還協定」（略称）付属
の合意議事録。協定の第1条に関し、
「琉球諸島及び大東諸島」の範囲が、米
国民政府布告第27号（→No.5）に指
定されているとおりとされ、改めて緯度
経度で明示された。

No.8

p.43

尖閣諸島が施政下に置かれていることがわかる
米国民政府の布令

米国から日本に施政権が返還される沖縄に
尖閣諸島が含まれることを示す合意議事録

7 8

※2 『平成31年度尖閣諸島に関する資料調査報告書』pp.103-106（資料No.54、55、56）参照
https://www.cas.go.jp/jp/ryodo/img/data/archives-senkaku06.pdf

資料集 https://www.cas.go.jp/ryodo/kenkyu/senkaku/
本サイトに掲載する資料等は、政府の委託事業の下で有識者の助言を得て、調査・収集及び作成したものであり、本サイトの内容は政府の見解を表すものではありません。
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降伏文書署名
米国軍政府による統治

1945年9月7日 No.1

地方制度の
整備

No.2

USCARの
布令・布告

No.6 No.7

1946年4月 1950年（昭和25年） 1952年（昭和27年）4月 1953年（昭和28年） 1971年（昭和46年） 1972年（昭和47年）

琉球列島米国民政府（USCAR）琉球列島米国軍政府

沖縄群島政府
奄美群島政府・宮古群島政府・八重山群島政府

琉球政府 日本復帰
奄美地方庁、宮古地方庁、八重山地方庁

（奄美諸島は1953年12月25日付で日本復帰）

米国施政下の尖閣諸島

琉球列島の全日本軍が無条件
降伏を受け入れる降伏文書署
名、米国軍政府による統治開
始。統治範囲に尖閣諸島が含
まれたことが米国軍政府の活
動報告からうかがわれる。

琉球政府が発足
尖閣諸島を管理

1952年4月1日

琉球政府は尖閣諸島を管轄
下におき、琉球警察による取
締など管理を実施。

各群島政府の施政
範囲に尖閣諸島が含まれる

1950年9月1日（施行） No.3

軍政府布令第22号（群島組織法）
により各群島政府が設立され、宮
古群島の範囲に大正島が、それ以
外の尖閣諸島各島が八重山群島
の範囲に含まれた。
1950年8月4日公布。

琉球政府の管轄区域
に尖閣諸島が含まれる

1952年4月1日（施行） No.4

米国民政府布令第68号（琉球政
府章典）によって、新たに設立され
る琉球政府の地理的管轄区域が
緯度経度で示され、尖閣諸島がそ
の範囲に含まれた。
1952年2月29日公布。

琉球政府の地理的
境界に尖閣諸島が含まれる

1953年12月25日 No.5

奄美諸島の返還に伴い、「米国民
政府布告第27号」（琉球列島の地
理的境界）によってUSCAR及び
琉球政府の地理的境界が示され、
その範囲の中に尖閣諸島が引き続
き含まれた。

沖縄返還協定署名
返還範囲に尖閣諸島が含まれる

1971年6月17日 No.8

日米が「米国との沖縄返還協定（略称）」
に署名。協定付属の「合意された議事
録」において、「琉球列島の地理的境界
（→No5）」が参照され、施政権が日本に
返還される対象範囲とされた。

沖縄返還協定
発効

1972年5月15日

米軍は、継続して久場
島、大正島を射爆撃演
習場として使用

久場島を米軍の
射爆撃演習場に指定

1948年1月15日

1946年10月15日付の第一
航空師団司令部の規定
「55-8」を改正し、永久危険
区域に尖閣諸島の久場島な
ど5か所の区域を指定。

No.9

久場島を無期限に
使用することを告知

1948年7月27日

米軍工兵隊総務部長が民政
官室総務部長に宛て、久場
島を含む5ヶ所を危険区域と
して無期限に使用することを
告知。

No.12

軍用地として
久場島の取得を要求

1960年 No.13

射爆撃演習地指定告知、
漁業関係機関に通知

1948年4月9日、22日

米国軍政府副長官を通じて、琉球米軍司令
部から沖縄（群島）知事宛に通達。久場島な
ど5区域を永久危険区域とし、このことを全
関係者に告知するよう指示された。沖縄民
政府は、漁業関係者にこれを通知。

戦前から引き続き、尖
閣諸島は石垣町に含
まれる。住民による組
織（沖縄諮詢会）など
の設立を経て1946
年4月に沖縄民政府
が発足。以降、各群島
に住民側の行政機構
が設立された。

No.11No.10

奄美諸島が
日本に復帰

1953年12月25日

「奄美群島に関する
日本国とアメリカ合
衆国との間の協定」
が発効。米国から奄
美諸島の施政権が日
本に返還された。

第11管区海上
保安本部発足

1972年5月15日

沖縄の施政権返還に伴
い海上保安庁に第十一
管区海上保安本部が設
置。巡視船・航空機が重
点的に配備され、尖閣
諸島周辺海域の哨戒が
開始された。

琉球政府と戦前からの久場島の
地権者である古賀善次氏との間で
基本賃借契約が締結された。

1971年6月
台湾外交部が尖閣諸島の
領有権の主張を開始（根拠
のない独自の主張）

1971年12月30日
中国外交部が尖閣諸島の
領有権の主張を開始（根拠
のない独自の主張）

1969年
石垣市が尖閣諸島
に行政標柱を建立

1955年3月
魚釣島近海で発生した
第三清徳丸事件に
USCAR、琉球政府が
対応

米国が琉球政府に対し、石垣市
に所在する久場島を無期貸借
し、軍用地として取得するよう要
求。開始時期は1958年7月に
遡るよう指示した。

大正島の射爆撃
演習場指定通知

1956年4月16日

USCARから琉球政府
行政主席にあて、大正
島を含む地域が新た
に米軍の演習場として
指定されたことが通知
され、使用が開始。

米国民政府布令第125号「琉球列
島出入管理令」（1954年2月15日
施行）、米国民政府布令第144号
「刑法並びに刑事訴訟法」（1955
年4月9日施行）などで琉球列島の
地理的境界（→No.5）が示す範囲
が参照された。

1969年5月
国連アジア極東経済委員会
（ECAFE）が尖閣諸島、台湾
周辺海域の石油埋蔵可能性
を示す報告書を公表

1969年6月
尖閣諸島周辺海域の海底地
質調査（総理府委託）

USCARからの提案により、琉
球政府が尖閣諸島5島に不法
入域に対する警告板を設置

1970年7月

台湾から尖閣
諸島への不法
入域者が増加

サンフランシスコ
平和条約発効

1952年4月28日

琉球列島は、「北緯29度以
南の南西諸島」として正式に
米国の施政下に置かれた。

USCAR設立
1950年12月15日

米国軍政府が廃止となり、
琉 球 列 島 米 国 民 政 府
（USCAR）が設立された。

沖縄民政府
臨時北部南西諸島政庁、
宮古民政府、八重山民政府

①米軍（米国）施政下にあった尖閣諸島

②射爆撃演習場の指定と利用

②射爆撃演習場の
　指定と利用

資料集 https://www.cas.go.jp/ryodo/kenkyu/senkaku/
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降伏文書署名
米国軍政府による統治

1945年9月7日 No.1

地方制度の
整備

No.2

USCARの
布令・布告

No.6 No.7

1946年4月 1950年（昭和25年） 1952年（昭和27年）4月 1953年（昭和28年） 1971年（昭和46年） 1972年（昭和47年）

琉球列島米国民政府（USCAR）琉球列島米国軍政府

沖縄群島政府
奄美群島政府・宮古群島政府・八重山群島政府

琉球政府 日本復帰
奄美地方庁、宮古地方庁、八重山地方庁

（奄美諸島は1953年12月25日付で日本復帰）

米国施政下の尖閣諸島

琉球列島の全日本軍が無条件
降伏を受け入れる降伏文書署
名、米国軍政府による統治開
始。統治範囲に尖閣諸島が含
まれたことが米国軍政府の活
動報告からうかがわれる。

琉球政府が発足
尖閣諸島を管理

1952年4月1日

琉球政府は尖閣諸島を管轄
下におき、琉球警察による取
締など管理を実施。

各群島政府の施政
範囲に尖閣諸島が含まれる

1950年9月1日（施行） No.3

軍政府布令第22号（群島組織法）
により各群島政府が設立され、宮
古群島の範囲に大正島が、それ以
外の尖閣諸島各島が八重山群島
の範囲に含まれた。
1950年8月4日公布。

琉球政府の管轄区域
に尖閣諸島が含まれる

1952年4月1日（施行） No.4

米国民政府布令第68号（琉球政
府章典）によって、新たに設立され
る琉球政府の地理的管轄区域が
緯度経度で示され、尖閣諸島がそ
の範囲に含まれた。
1952年2月29日公布。

琉球政府の地理的
境界に尖閣諸島が含まれる

1953年12月25日 No.5

奄美諸島の返還に伴い、「米国民
政府布告第27号」（琉球列島の地
理的境界）によってUSCAR及び
琉球政府の地理的境界が示され、
その範囲の中に尖閣諸島が引き続
き含まれた。

沖縄返還協定署名
返還範囲に尖閣諸島が含まれる

1971年6月17日 No.8

日米が「米国との沖縄返還協定（略称）」
に署名。協定付属の「合意された議事
録」において、「琉球列島の地理的境界
（→No5）」が参照され、施政権が日本に
返還される対象範囲とされた。

沖縄返還協定
発効

1972年5月15日

米軍は、継続して久場
島、大正島を射爆撃演
習場として使用

久場島を米軍の
射爆撃演習場に指定

1948年1月15日

1946年10月15日付の第一
航空師団司令部の規定
「55-8」を改正し、永久危険
区域に尖閣諸島の久場島な
ど5か所の区域を指定。

No.9

久場島を無期限に
使用することを告知

1948年7月27日

米軍工兵隊総務部長が民政
官室総務部長に宛て、久場
島を含む5ヶ所を危険区域と
して無期限に使用することを
告知。

No.12

軍用地として
久場島の取得を要求

1960年 No.13

射爆撃演習地指定告知、
漁業関係機関に通知

1948年4月9日、22日

米国軍政府副長官を通じて、琉球米軍司令
部から沖縄（群島）知事宛に通達。久場島な
ど5区域を永久危険区域とし、このことを全
関係者に告知するよう指示された。沖縄民
政府は、漁業関係者にこれを通知。
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No.11No.10
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①米国施政下にあった尖閣諸島

No.1

1946年（昭和21年）11月以降

尖閣諸島が琉球列島に含まれていることがわかる米国軍政府の活動報告
SUMMATION of UNITED STATES ARMY MILITARY GOVERNMENT ACTIVITIES 
in the RYUKYU ISLANDS No1 July-November 1946

　第二次世界大戦終戦後に琉球列島を占領統治した米国
軍政府による、活動報告の第1号である。全4章で構成され、
米国軍政府統治下の沖縄における、行政組織の設置・変遷
や、復興プラン、当時の状況などが記述されている。冒頭に、
琉球列島の地図（地図、図表目次中No.1）が掲載され、その
範囲内に「SENKAKU- GUNTO」として、尖閣諸島が含まれ
ている。地図には、米国陸軍地図局の地図を参照しているこ
とが示されている。
　また、この報告書には、戦後琉球列島の復員兵の送還状
況を示す地図も含まれており、日本、朝鮮、ハワイ、太平洋諸
島、台湾からの琉球への復員兵、また、琉球からそれらの地
域への復員兵の数が示され、その地図にも琉球の範囲内に
尖閣諸島の記載がある。

資料概要
※琉球列島での米軍政府の活動報告書の冒頭に記載された琉
球列島の範囲を示す地図
RYUKYU ISLANDS
SENKAKU-GUNTO

SOURCES AMS 5301; AMS1201
GHQ AFPAC   RYUKYU ISLANDS ・ JUL-NOV 46
NUMBER1

※戦後琉球列島の帰還兵の送還状況を示す地図
REPATRIATION TO THE RYUKYU ISLANDS
STATUS ON 30 NOVEMBER 1946

RYUKYU ISLANDS
SENKAKU-GUNTO

FROM JAPAN
FROM KOREA
FROM HAWAI
FROM PACIFIC ISLANDS
FROM FORMOSA

REPATRIATION FROM THE RYUKYU ISLANDS
STATUS ON 30 NOVEMBER 1946

RYUKYU ISLAND
SENKAKU-GUNTO

TO JAPAN
TO KOREA
TO FORMOSA

内容見本

13 14

作成年月日 1946年（昭和21年）11月以降
編著者 米国太平洋陸軍総司令部
発行者 米国太平洋陸軍総司令部
収録誌 連合軍の本土進駐並びに軍政関係一件

占領報告（英文） 第１７巻（琉球の部）
言語 英語
媒体種別 紙
公開有無 有
所蔵機関 外務省外交史料館
利用方法 外務省外交史料館で利用手続きを行う

資料集 https://www.cas.go.jp/ryodo/kenkyu/senkaku/
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①米国施政下にあった尖閣諸島

No.2

1948年（昭和23年）

琉球列島（八重山）の中に尖閣諸島が含まれていることがわかる資料
八重山民政府概況書

終戦後

1946年

1947年

米軍（連合国軍）は、占領下においた地域に、以下の
ように地区を設定し軍政を開始した。
北部地区：奄美諸島
中央地区：沖縄本島及び周辺離島
南部地区：宮古・八重山諸島

南部地区が宮古地区、八重山地区に分割され、それ
ぞれ宮古軍政府、八重山軍政府が設置された。

八重山軍政府指示のもと、地元住民によって、八重
山地区に八重山民政府が組織された。

※終戦後の沖縄における軍政の動き

作成年月日 1948年（昭和23年）
編著者 八重山民政府総務部総務地方課
発行者 八重山民政府総務部総務地方課
収録誌 八重山民政府概況書　1947年度
言語 日本語
媒体種別 紙
公開有無 有
所蔵機関 沖縄県公文書館
利用方法 沖縄県公文書館で利用手続きを行う

八重山民政府概況書

八重山群島、面積ト人口
（略）
八重山群島・面積・人口
八重山群島・面積と人口は表ノ通りであります

島名　面積　石垣市までの距離　人口
（略）
魚釣　1036.8　 （略）
久場　907.2　  （略）
北小島　259.2　（略）
南小〃　388.8　（略）
大正〃　77.5　  （略）
（略）

Ⅰ Area and Population of The Yaeyama Gunto
（略）
NAME OF ISLANDS　AREA(acre)　NUMBER OF 
HOUSEHOLD　POPULATION MALE FEMALE
（略）
Uotsuri　1036.8
Kuba　907.2
Kitakojima　259.2
Minamikojima　388.8
Taisho　77.5

内容見本
　八重山民政府が作成した管下の情報をまとめた資料で、八重山群島
の面積等を記載した欄に尖閣諸島を記載している。戦後のこの時期か
ら、沖縄返還まで一貫して尖閣諸島が琉球列島（八重山）の中に含まれ
ていることの一端がわかる。
　前半にある手書きの和文は、1947年末から1948年時の作成、後半
の英文タイプは1947年時の作成。表題はそれぞれ「八重山民政府の行
政大要」「A SUMMARY OF THE YAEYAMA PROVISIONAL 
GOVERNMENT」となっている。

資料概要

17 18

所蔵：沖縄県公文書館
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政大要」「A SUMMARY OF THE YAEYAMA PROVISIONAL 
GOVERNMENT」となっている。
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作成年月日 1950年（昭和25年）8月4日公布、9月1日施行
編著者 琉球列島軍政府本部
発行者 琉球列島軍政府本部
収録誌 軍政府布令/Military Government Ordinance

1950年
言語 英語
媒体種別 紙
公開有無 有
所蔵機関 沖縄県公文書館
利用方法 沖縄県公文書館で利用手続きを行う

（閲覧用資料コード：RDAP000027）

①米国施政下にあった尖閣諸島

No. 3

1950年（昭和25年）8月4日（公布）、1950年9月1日（施行）

尖閣諸島が施政下に置かれていることがわかる米国軍政府の布令
軍政府布令第22号「群島組織法」

　米軍が、沖縄を占領後はじめて公選による各群島政府を設
立することを目的として、1950年（昭和26年）8月4日に公布、
同年9月1日に施行した布令。この布令により、奄美、宮古、沖
縄、八重山の各群島に設置されていた沖縄県民政府などが、４

つの群島政府（沖縄群島政府・奄美群島政府・宮古群島政府・
八重山群島政府）に再編されることになった。
　第１章第１条で、宮古群島の範囲に大正島が、それ以外の
尖閣諸島各島が八重山群島の範囲に含められた。　

資料概要

23 24

内容見本
HEADQUARTERS, MILITARY GOVERNMENT

OF THE RYUKYU ISLANDS
APO 331

MG ORDINANCE                                     4 August 1950
NUMBER  22

THE LAW CONCERNING THE ORGANIZATION OF
THE GUNTO GOVERNMENTS

Section Ⅰ
Creation and Jurisdiction of the Gunto Governments

Article Ⅰ
    1. The Ryukyu Islands and surrounding waters south of 30 
degrees North Latitude, as determined by the Instrument of 
Surrender, dated 7 September 1945, Headquarters, Tenth 
Army, shall be divided into four geographic areas, each of 
which shall be known and termed hereafter as a Gunto:
（略）

         c. Miyako Gunto - Comprising those islands and islets 
within the following boundaries:

27 degrees North Latitude, 124 degrees, 2 minutes East 
Longitude; thence
24 degrees North Latitude, 124 degrees, 40 minitues 
East Longitude; thence
24 degrees North Latitude, 128 degrees East Longitude, 
thence to point of origin,

together with the coastal waters extending 3 nautical miles 

from the low water mark of each of said islands and islets.

        d.Yaeyama Gunto -Comprising those islands and islets 
within the following boundaries:

27 degrees North Latitude, 124 degrees, 2 minutes East 
Longitude; thence
24 degrees North Latitude, 122 degrees East Longitude; 
thence
24 degrees North Latitude, 40 minutes East Longitude, 
thence to point of origin,

together with the coastal waters extending 3 nautical miles 
from the low water mark of each of said islands and islets.

2. The political jurisdiction of each of the four Gunto 
Governments created by this Ordinance shall be constituted 
within each of these geographical boundaries.

（略）

c. In Miyako Gunto the seat of government shall be Hirara 
Shi.

d. In Yaeyama Gunto the seat of government shall be Ishigaki 
Shi.

120˚

120˚

125˚

125˚

130˚

130˚

25˚ 25˚

30˚ 30˚

a. 奄美群島政府

軍政府布令第22号「群島組織法」で示された琉球の範囲

魚釣島
北小島
南小島

久場島 大正島

b. 沖縄群島政府c. 宮古群島政府d. 八重山群島政府

30˚N

27°N, 124°2'E

24°N, 124°40'E 24°N, 128°E24°N, 122°E
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作成年月日 1950年（昭和25年）8月4日公布、9月1日施行
編著者 琉球列島軍政府本部
発行者 琉球列島軍政府本部
収録誌 軍政府布令/Military Government Ordinance

1950年
言語 英語
媒体種別 紙
公開有無 有
所蔵機関 沖縄県公文書館
利用方法 沖縄県公文書館で利用手続きを行う

（閲覧用資料コード：RDAP000027）

①米国施政下にあった尖閣諸島

No. 3

1950年（昭和25年）8月4日（公布）、1950年9月1日（施行）

尖閣諸島が施政下に置かれていることがわかる米国軍政府の布令
軍政府布令第22号「群島組織法」

　米軍が、沖縄を占領後はじめて公選による各群島政府を設
立することを目的として、1950年（昭和26年）8月4日に公布、
同年9月1日に施行した布令。この布令により、奄美、宮古、沖
縄、八重山の各群島に設置されていた沖縄県民政府などが、４

つの群島政府（沖縄群島政府・奄美群島政府・宮古群島政府・
八重山群島政府）に再編されることになった。
　第１章第１条で、宮古群島の範囲に大正島が、それ以外の
尖閣諸島各島が八重山群島の範囲に含められた。　

資料概要
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内容見本
HEADQUARTERS, MILITARY GOVERNMENT

OF THE RYUKYU ISLANDS
APO 331

MG ORDINANCE                                     4 August 1950
NUMBER  22

THE LAW CONCERNING THE ORGANIZATION OF
THE GUNTO GOVERNMENTS

Section Ⅰ
Creation and Jurisdiction of the Gunto Governments

Article Ⅰ
    1. The Ryukyu Islands and surrounding waters south of 30 
degrees North Latitude, as determined by the Instrument of 
Surrender, dated 7 September 1945, Headquarters, Tenth 
Army, shall be divided into four geographic areas, each of 
which shall be known and termed hereafter as a Gunto:
（略）

         c. Miyako Gunto - Comprising those islands and islets 
within the following boundaries:

27 degrees North Latitude, 124 degrees, 2 minutes East 
Longitude; thence
24 degrees North Latitude, 124 degrees, 40 minitues 
East Longitude; thence
24 degrees North Latitude, 128 degrees East Longitude, 
thence to point of origin,

together with the coastal waters extending 3 nautical miles 

from the low water mark of each of said islands and islets.

        d.Yaeyama Gunto -Comprising those islands and islets 
within the following boundaries:

27 degrees North Latitude, 124 degrees, 2 minutes East 
Longitude; thence
24 degrees North Latitude, 122 degrees East Longitude; 
thence
24 degrees North Latitude, 40 minutes East Longitude, 
thence to point of origin,

together with the coastal waters extending 3 nautical miles 
from the low water mark of each of said islands and islets.

2. The political jurisdiction of each of the four Gunto 
Governments created by this Ordinance shall be constituted 
within each of these geographical boundaries.

（略）

c. In Miyako Gunto the seat of government shall be Hirara 
Shi.

d. In Yaeyama Gunto the seat of government shall be Ishigaki 
Shi.
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a. 奄美群島政府

軍政府布令第22号「群島組織法」で示された琉球の範囲

魚釣島
北小島
南小島

久場島 大正島

b. 沖縄群島政府c. 宮古群島政府d. 八重山群島政府

30˚N

27°N, 124°2'E
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所蔵：沖縄県公文書館

25 26

日本語訳
琉球列島軍政府本部
APO331
軍政府布令第22号　1950年8月4日
群島政府機構に関する法

第1章　群島政府の設立及び権限
第1条
1. 第10軍本部1945年9月7日附降服文書に定められている琉球列島及び北緯30度以
南近海を四つの地理的区域にわけこれより各区域を群島と称する。

（略）

c.宮古群島-左記の境界線内に含まれている島及び小島より成る。
　北緯27度、東経124度2分を起点とし
　北緯24度、東経124度40分
　北緯24度、東経128度から起点迄と共に当該各島及び小島の低潮点より3海里の近海
より成る。

d.八重山群島-左記の境界線内に含まれている島及び小島より成る。
　北緯27度、東経124度2分を起点とし
　北緯24度、東経122度
　北緯24度、東経40分（※）から起点迄と共に当該各島及び小島の低潮点より3海里の
近海より成る。

2. 本令により設立された四群島政府の政治的権限は、この地理的境界内において構成さ
れるものとす。

（略）

c. 宮古郡島の政府所在地は平良市とする。
d. 八重山群島の政府所在地は石垣市とする。

※1 日本語訳参考資料：軍政府布令第22号「群島政府機構に関する法」（沖縄県公文書館所蔵）
（八重山群島の境界線の指定は、宮古群島の指定との整合を踏まえると、北緯27度、東経124度2分から
北緯24度、東経122度、そして北緯24度、東経124度40分と考えられるため、範囲図をそのように表示した）
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日本語訳
琉球列島軍政府本部
APO331
軍政府布令第22号　1950年8月4日
群島政府機構に関する法

第1章　群島政府の設立及び権限
第1条
1. 第10軍本部1945年9月7日附降服文書に定められている琉球列島及び北緯30度以
南近海を四つの地理的区域にわけこれより各区域を群島と称する。

（略）

c.宮古群島-左記の境界線内に含まれている島及び小島より成る。
　北緯27度、東経124度2分を起点とし
　北緯24度、東経124度40分
　北緯24度、東経128度から起点迄と共に当該各島及び小島の低潮点より3海里の近海
より成る。

d.八重山群島-左記の境界線内に含まれている島及び小島より成る。
　北緯27度、東経124度2分を起点とし
　北緯24度、東経122度
　北緯24度、東経40分（※）から起点迄と共に当該各島及び小島の低潮点より3海里の
近海より成る。

2. 本令により設立された四群島政府の政治的権限は、この地理的境界内において構成さ
れるものとす。

（略）

c. 宮古郡島の政府所在地は平良市とする。
d. 八重山群島の政府所在地は石垣市とする。

※1 日本語訳参考資料：軍政府布令第22号「群島政府機構に関する法」（沖縄県公文書館所蔵）
（八重山群島の境界線の指定は、宮古群島の指定との整合を踏まえると、北緯27度、東経124度2分から
北緯24度、東経122度、そして北緯24度、東経124度40分と考えられるため、範囲図をそのように表示した）
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①米国施政下にあった尖閣諸島

No. 4

1952年（昭和27年）2月29日（公布）、1952年4月1日（施行）

尖閣諸島が施政下に置かれていることがわかる米国民政府の布令
米国民政府布令第68号 （琉球政府章典）

作成年月日 1952年2月29日公布、4月1日施行
編著者 琉球列島米国民政府（USCAR）
発行者 琉球列島米国民政府（USCAR）
収録誌 米国民政府布令/Civil Administration

Ordinance 1950年~1952年 第029号
~第091号

言語 英語
媒体種別 紙
公開有無 有
所蔵機関 沖縄県公文書館
利用方法 沖縄県公文書館で利用手続きを行う

（閲覧用資料コード：RDAP000028）

UNITED STATES CIVIL ADMINISTRATION OF
THE RYUKYU ISLANDS

Office of The Deputy Governor
APO 719

CA ORDINANCE
NUMBER       68

29 February 1952

PROVISIONS OF THE GOVERNMENT OF 
THE RYUKYU ISLANDS

Section I

General

Article I

    The area of political and geographic jurisdiction of 
the Government of the Ryukyu Islands shall constitute 
and include those islands and territorial waters within 
the following boundaries:

29 N゚orth Latitude, 125 2゚2’ East Longitude; thence
24 N゚orth Latitude, 122 E゚ast Longitude; thence
24 N゚orth Latitude, 133 E゚ast Longitude; thence
29 N゚orth Latitude, 131 E゚ast Longitude; thence to 
point of origin.
（略）

内容見本

琉球列島米国民政府
民政副長官室　APO719

米国民政府布令第68号
1952年2月29日

琉球政府章典
第1章
総則
第1条

　琉球政府の政治的及び地理的管轄区域は、下記境界内の諸島、
小島、環礁及び領水とする。
　北緯29度、東経125度22分の点を起点とし
　北緯24度、東経122度
　北緯24度、東経133度
　北緯29度、東経131度の点を経て起点に至る。
（略）

日本語訳

29 30

資料概要

※ 「琉球政府の政治的及び地理的管轄区域」は1953年12月26日の改正に
よって区域が変更されている（尖閣諸島がこの区域に含まれていることは不変）

　琉球列島米国民政府（USCAR）が、各群島政府（→No.2）を
廃して設置する「琉球政府」の組織や運営、住民の権利義務など
を定めた布令（1952年2月29日公布、同年4月1日施行）。
　第一条に、琉球政府の政治および地理的管轄区域を緯度経度
で示しており、その範囲に尖閣諸島が含まれている。
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米国民政府布令第68号「琉球政府章典」で示された琉球の範囲
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①米国施政下にあった尖閣諸島

No. 4

1952年（昭和27年）2月29日（公布）、1952年4月1日（施行）

尖閣諸島が施政下に置かれていることがわかる米国民政府の布令
米国民政府布令第68号 （琉球政府章典）

作成年月日 1952年2月29日公布、4月1日施行
編著者 琉球列島米国民政府（USCAR）
発行者 琉球列島米国民政府（USCAR）
収録誌 米国民政府布令/Civil Administration

Ordinance 1950年~1952年 第029号
~第091号

言語 英語
媒体種別 紙
公開有無 有
所蔵機関 沖縄県公文書館
利用方法 沖縄県公文書館で利用手続きを行う

（閲覧用資料コード：RDAP000028）

UNITED STATES CIVIL ADMINISTRATION OF
THE RYUKYU ISLANDS

Office of The Deputy Governor
APO 719

CA ORDINANCE
NUMBER       68

29 February 1952

PROVISIONS OF THE GOVERNMENT OF 
THE RYUKYU ISLANDS

Section I

General

Article I

    The area of political and geographic jurisdiction of 
the Government of the Ryukyu Islands shall constitute 
and include those islands and territorial waters within 
the following boundaries:

29 N゚orth Latitude, 125 2゚2’ East Longitude; thence
24 N゚orth Latitude, 122 E゚ast Longitude; thence
24 N゚orth Latitude, 133 E゚ast Longitude; thence
29 N゚orth Latitude, 131 E゚ast Longitude; thence to 
point of origin.
（略）

内容見本

琉球列島米国民政府
民政副長官室　APO719

米国民政府布令第68号
1952年2月29日

琉球政府章典
第1章
総則
第1条

　琉球政府の政治的及び地理的管轄区域は、下記境界内の諸島、
小島、環礁及び領水とする。
　北緯29度、東経125度22分の点を起点とし
　北緯24度、東経122度
　北緯24度、東経133度
　北緯29度、東経131度の点を経て起点に至る。
（略）

日本語訳

29 30

資料概要

※ 「琉球政府の政治的及び地理的管轄区域」は1953年12月26日の改正に
よって区域が変更されている（尖閣諸島がこの区域に含まれていることは不変）

　琉球列島米国民政府（USCAR）が、各群島政府（→No.2）を
廃して設置する「琉球政府」の組織や運営、住民の権利義務など
を定めた布令（1952年2月29日公布、同年4月1日施行）。
　第一条に、琉球政府の政治および地理的管轄区域を緯度経度
で示しており、その範囲に尖閣諸島が含まれている。
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内容見本

①米国施政下にあった尖閣諸島

No.5

1953年（昭和28年）12月25日（公布）

尖閣諸島が施政下に置かれていることがわかる米国民政府の布告
米国民政府布告第27号「琉球列島の地理的境界」

33 34

資料概要
　琉球列島の一部として米国の統治下にあった奄美諸島の施
政権が、1953年（昭和28年）12月25日に日本に返還される
ことになり、USCARおよび琉球政府の地理的境界を再設定す
る必要が生じたことにより、USCARが発出した布告（1953年
12月25日付）。第１条で、USCAR及び琉球政府の地理的境
界が緯度経度で示され、その範囲に尖閣諸島が含まれている。

　1972年5月15日に発効した、「琉球諸島及び大東諸島に関
する日本国とアメリカ合衆国との間の協定」（いわゆる沖縄返
還協定）の「合意された議事録」（→No.8）において、この布告
で指定された範囲が、米国から日本への施政権の返還対象と
なった。

UNITED STATES CIVIL ADMINISTARATION OF THE RYUKYU ISLANDS
Office of The Deputy Governor

APO 719
25 December 1953

CIVIL ADMINISTARATION PROCLAMATION NO. 27

GEOGRAPHIC BOUNDARIES OF THE RYUKYU ISLANDS

TO THE PEOPLE OF THE RYUKYU ISLANDS

    WHEREAS, in conformity with the terms of the Japanese Treaty of Peace, signed 8 
September 1951, and the Agreement between Japan and the United States of America 
concerning the Amami Islands, effective 25 December 1953, it is deemed necessary to 
redesignate the geographic boundaries of the United States Civil Administration and the 
Government of the Ryukyu Islands as heretofore set forth in the Proclamations, Ordinances 
and Directives of this Civil Administration,
    NOW, THEREFORE, I, DAVID A, D, OGDEN, Major General, United States Army, Deputy 
Governor of The Ryukyu Islands, do hereby proclaim:

Article I

    The territorial jurisdiction of the United States Civil Administration of the Ryukyu Islands, and 
the Government of The Ryukyu Islands are redesignated as all of those islands, islets, atolls 
and rocks and territorial waters within the following geographic boundaries:

28  ゚North Latitude, 124 4゚0’ East Longitude; thence
24  ゚North Latitude, 122 E゚ast Longitude; thence
24  ゚North Latitude, 133 E゚ast Longitude; thence
27  ゚North Latitude, 131 5゚0’ East Longitude; thence
27  ゚North Latitude, 128 1゚8’ East Longitude; thence
28  ゚North Latitude, 128 1゚8’ East Longitude; thence
to the point of origin.

Article II

    United States Civil Administration of the Ryukyu Islands Proclamations, Ordinances, 
Directives, Orders or other regulations establishing boundaries or effecting jurisdiction beyond 
the boundaries set forth in the preceding Article are hereby amended to conform thereto.

Article III

    The effective date of this Proclamation is the 25th day of December, 1953.

BY DIRECTION OF THE GOVERNOR:
D. A. D. OGDEN

Major General, U. S. Army
Deputy Governor
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内容見本

①米国施政下にあった尖閣諸島

No.5

1953年（昭和28年）12月25日（公布）

尖閣諸島が施政下に置かれていることがわかる米国民政府の布告
米国民政府布告第27号「琉球列島の地理的境界」

33 34

資料概要
　琉球列島の一部として米国の統治下にあった奄美諸島の施
政権が、1953年（昭和28年）12月25日に日本に返還される
ことになり、USCARおよび琉球政府の地理的境界を再設定す
る必要が生じたことにより、USCARが発出した布告（1953年
12月25日付）。第１条で、USCAR及び琉球政府の地理的境
界が緯度経度で示され、その範囲に尖閣諸島が含まれている。

　1972年5月15日に発効した、「琉球諸島及び大東諸島に関
する日本国とアメリカ合衆国との間の協定」（いわゆる沖縄返
還協定）の「合意された議事録」（→No.8）において、この布告
で指定された範囲が、米国から日本への施政権の返還対象と
なった。

UNITED STATES CIVIL ADMINISTARATION OF THE RYUKYU ISLANDS
Office of The Deputy Governor

APO 719
25 December 1953

CIVIL ADMINISTARATION PROCLAMATION NO. 27

GEOGRAPHIC BOUNDARIES OF THE RYUKYU ISLANDS

TO THE PEOPLE OF THE RYUKYU ISLANDS

    WHEREAS, in conformity with the terms of the Japanese Treaty of Peace, signed 8 
September 1951, and the Agreement between Japan and the United States of America 
concerning the Amami Islands, effective 25 December 1953, it is deemed necessary to 
redesignate the geographic boundaries of the United States Civil Administration and the 
Government of the Ryukyu Islands as heretofore set forth in the Proclamations, Ordinances 
and Directives of this Civil Administration,
    NOW, THEREFORE, I, DAVID A, D, OGDEN, Major General, United States Army, Deputy 
Governor of The Ryukyu Islands, do hereby proclaim:

Article I

    The territorial jurisdiction of the United States Civil Administration of the Ryukyu Islands, and 
the Government of The Ryukyu Islands are redesignated as all of those islands, islets, atolls 
and rocks and territorial waters within the following geographic boundaries:

28  ゚North Latitude, 124 4゚0’ East Longitude; thence
24  ゚North Latitude, 122 E゚ast Longitude; thence
24  ゚North Latitude, 133 E゚ast Longitude; thence
27  ゚North Latitude, 131 5゚0’ East Longitude; thence
27  ゚North Latitude, 128 1゚8’ East Longitude; thence
28  ゚North Latitude, 128 1゚8’ East Longitude; thence
to the point of origin.

Article II

    United States Civil Administration of the Ryukyu Islands Proclamations, Ordinances, 
Directives, Orders or other regulations establishing boundaries or effecting jurisdiction beyond 
the boundaries set forth in the preceding Article are hereby amended to conform thereto.

Article III

    The effective date of this Proclamation is the 25th day of December, 1953.

BY DIRECTION OF THE GOVERNOR:
D. A. D. OGDEN

Major General, U. S. Army
Deputy Governor
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35 36

日本語訳

※1 日本語訳出典：南方同胞援護会『季刊沖縄』63号「特集 尖閣列島第二集」
（1972）pp.158-161

作成年月日 1953年（昭和28年）12月25日公布
編著者 琉球列島米国民政府（USCAR）
発行者 琉球列島米国民政府（USCAR）
収録誌 米国民政府布告/Civil Administration Proclamation

1950年～1957年
言語 英語
媒体種別 紙
公開有無 有
所蔵機関 沖縄県公文書館
利用方法 沖縄県公文書館で利用手続きを行う

（沖縄県公文書館ウェブサイトで閲覧する）
所蔵：沖縄県公文書館

琉球列島米国民政府
民政副長官室　APO719

1953年（昭和28年）12月25日
米国民政府布告第27号

琉球列島の地理的境界
琉球列島住民に告ぐ
　1951（昭和26年）年9月8日調印された対日講和条約の条項及び1953年
12月25日発効の奄美諸島に関する日米協定に基づき、これまで民政府布告、
布令及び指令によって定められた琉球列島米国民政府及び琉球政府の地理
的境界を再指定する必要があるので、
　本官、ダヴィド・A・D・オグデンは、ここに次のとおり布告する。
第1条
　琉球列島米国民政府及び琉球政府の管轄区域を左記地理的境界内の諸
島、小島、環礁及び岩礁並びに領水に再指定する。
　北緯28度、東経124度40分を起点とし、
　北緯24度、東経122度、
　北緯24度、東経133度、
　北緯27度、東経131度50分、
　北緯27度、東経128度18分、
　北緯28度、東経128度18分の点を経て起点に至る。
第2条　前記境界を越えて境界の設定又は管轄の実施を指定する琉球米国
民政府布告、布令、指令、命令、又はその他の規定はここに前条に準じて改正
する。
第3条　この布告は、1953年12月25日から施行する。
　　民政長官の命により発布する。

　　　　　　　　　　　　民政副長官
　　　　　　　　　　　　米国陸軍少将
　　　　　　　　　　　　　　ダヴィド・A・D・オグデン
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日本語訳

※1 日本語訳出典：南方同胞援護会『季刊沖縄』63号「特集 尖閣列島第二集」
（1972）pp.158-161

作成年月日 1953年（昭和28年）12月25日公布
編著者 琉球列島米国民政府（USCAR）
発行者 琉球列島米国民政府（USCAR）
収録誌 米国民政府布告/Civil Administration Proclamation

1950年～1957年
言語 英語
媒体種別 紙
公開有無 有
所蔵機関 沖縄県公文書館
利用方法 沖縄県公文書館で利用手続きを行う

（沖縄県公文書館ウェブサイトで閲覧する）
所蔵：沖縄県公文書館

琉球列島米国民政府
民政副長官室　APO719

1953年（昭和28年）12月25日
米国民政府布告第27号

琉球列島の地理的境界
琉球列島住民に告ぐ
　1951（昭和26年）年9月8日調印された対日講和条約の条項及び1953年
12月25日発効の奄美諸島に関する日米協定に基づき、これまで民政府布告、
布令及び指令によって定められた琉球列島米国民政府及び琉球政府の地理
的境界を再指定する必要があるので、
　本官、ダヴィド・A・D・オグデンは、ここに次のとおり布告する。
第1条
　琉球列島米国民政府及び琉球政府の管轄区域を左記地理的境界内の諸
島、小島、環礁及び岩礁並びに領水に再指定する。
　北緯28度、東経124度40分を起点とし、
　北緯24度、東経122度、
　北緯24度、東経133度、
　北緯27度、東経131度50分、
　北緯27度、東経128度18分、
　北緯28度、東経128度18分の点を経て起点に至る。
第2条　前記境界を越えて境界の設定又は管轄の実施を指定する琉球米国
民政府布告、布令、指令、命令、又はその他の規定はここに前条に準じて改正
する。
第3条　この布告は、1953年12月25日から施行する。
　　民政長官の命により発布する。

　　　　　　　　　　　　民政副長官
　　　　　　　　　　　　米国陸軍少将
　　　　　　　　　　　　　　ダヴィド・A・D・オグデン
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①米国施政下にあった尖閣諸島

No.6

1954年（昭和29年）2月11日（公布）、1954年2月15日（施行）

尖閣諸島が施政下に置かれていることがわかる米国民政府の布令
米国民政府布令第125号「琉球列島出入管理令」

作成年月日 1954年2月11日公布、2月15日施行
編著者 琉球列島米国民政府（USCAR）
発行者 琉球列島米国民政府（USCAR）
収録誌 米国民政府布令/Civil Administration

Ordinance 1953年～1957年
言語 英語
媒体種別 紙
公開有無 有
所蔵機関 沖縄県公文書館
利用方法 沖縄県公文書館で利用手続きを行う

（沖縄県公文書館ウェブサイトで閲覧する）

　米軍要員と琉球列島居住者以外の者が琉球列島に出入する際の
管理を目的として、1954年（昭和29年）2月11日に公布、同年2月
15日に施行された琉球列島米国民政府（USCAR）による布令。
　第2章第6条で、「琉球政府章典」（→No.4）と同様の範囲が示さ
れている。

資料概要

UNITED STATES CIVIL ADMINISTRATION OF THE RYUKYU 
ISLANDS

Office Of The Deputy Governor
APO 719

CA ORDINANCE                                           11 February 1954
NUMBER  125

CONTROL OF ENTRY AND EXIT OF INDIVIDUALS INTO AND 
FROM THE RYUKYU ISLANDS

（略）
SECTION II

DEFINITIONS
（略）
6. Ryukyu Islands: Shall constitute and include those islands 
and territorial waters within the following boundaries:
       28°North Latitude,124°40＇East Longitude；thence
       24°North Latitude,122°East Longitude；thence
       24°North Latitude,133°East Longitude；thence
       27°North Latitude,131°50＇East Longitude；thence
       27°North Latitude,128°18＇East Longitude；thence
       28°North Latitude,128°18＇East Longitude；thence
       to the point of origin.

内容見本

37 38

所蔵：沖縄県公文書館

琉球列島米国民政府
民政副長官室
APO719

米国民政府布令第125号　　　　　　1954年2月11日

琉球列島出入管理令
（略）

第二章
定義

（略）
第6条　琉球列島
左記境界内の諸島及び領海から成る。

北緯28度、東経124度40分の点を起点とし
北緯24度、東経122度
北緯24度、東経133度
北緯27度、東経131度50分
北緯27度、東経128度18分
北緯28度、東経128度18分の点を経て起点に至る。

日本語訳

※1 日本語訳参考資料：南方同胞援護会『季刊沖縄』63号
「特集 尖閣列島第二集」（1972）pp.158-161
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①米国施政下にあった尖閣諸島

No.6

1954年（昭和29年）2月11日（公布）、1954年2月15日（施行）

尖閣諸島が施政下に置かれていることがわかる米国民政府の布令
米国民政府布令第125号「琉球列島出入管理令」

作成年月日 1954年2月11日公布、2月15日施行
編著者 琉球列島米国民政府（USCAR）
発行者 琉球列島米国民政府（USCAR）
収録誌 米国民政府布令/Civil Administration

Ordinance 1953年～1957年
言語 英語
媒体種別 紙
公開有無 有
所蔵機関 沖縄県公文書館
利用方法 沖縄県公文書館で利用手続きを行う

（沖縄県公文書館ウェブサイトで閲覧する）

　米軍要員と琉球列島居住者以外の者が琉球列島に出入する際の
管理を目的として、1954年（昭和29年）2月11日に公布、同年2月
15日に施行された琉球列島米国民政府（USCAR）による布令。
　第2章第6条で、「琉球政府章典」（→No.4）と同様の範囲が示さ
れている。

資料概要

UNITED STATES CIVIL ADMINISTRATION OF THE RYUKYU 
ISLANDS

Office Of The Deputy Governor
APO 719

CA ORDINANCE                                           11 February 1954
NUMBER  125

CONTROL OF ENTRY AND EXIT OF INDIVIDUALS INTO AND 
FROM THE RYUKYU ISLANDS

（略）
SECTION II

DEFINITIONS
（略）
6. Ryukyu Islands: Shall constitute and include those islands 
and territorial waters within the following boundaries:
       28°North Latitude,124°40＇East Longitude；thence
       24°North Latitude,122°East Longitude；thence
       24°North Latitude,133°East Longitude；thence
       27°North Latitude,131°50＇East Longitude；thence
       27°North Latitude,128°18＇East Longitude；thence
       28°North Latitude,128°18＇East Longitude；thence
       to the point of origin.

内容見本

37 38

所蔵：沖縄県公文書館

琉球列島米国民政府
民政副長官室
APO719

米国民政府布令第125号　　　　　　1954年2月11日

琉球列島出入管理令
（略）

第二章
定義

（略）
第6条　琉球列島
左記境界内の諸島及び領海から成る。

北緯28度、東経124度40分の点を起点とし
北緯24度、東経122度
北緯24度、東経133度
北緯27度、東経131度50分
北緯27度、東経128度18分
北緯28度、東経128度18分の点を経て起点に至る。

日本語訳

※1 日本語訳参考資料：南方同胞援護会『季刊沖縄』63号
「特集 尖閣列島第二集」（1972）pp.158-161
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作成年月日 1948年（昭和23年）4月22日
編著者 琉球列島米国民政府（USCAR）
発行者 琉球列島米国民政府（USCAR）
収録誌 米国民政府布令/Civil Administration Ordinance

1953年～1957年
言語 英語
媒体種別 紙
公開有無 有
所蔵機関 沖縄県公文書館
利用方法 沖縄県公文書館で利用手続きを行う

（沖縄県公文書館ウェブサイトで閲覧する）

①米国施政下にあった尖閣諸島

No.7

1955年（昭和30年）3月16日（公布）、1955年4月9日（施行）

尖閣諸島が施政下に置かれていることがわかる米国民政府の布令
米国民政府布令第144号「刑法及び刑事訴訟法」

　1948年6月28日付の米国軍政府布令第1号「刑法及び刑事訴訟
法」とその改正に代わり、1955年（昭和30年）3月16日に公布、同年4
月9日に施行された布令。この布令にも、「琉球政府章典」（→No.4）と
同様の範囲にあるすべての土地、岩石、岩礁、砂洲及び海をいうとして、
琉球列島の領域が示されている。

資料概要

39 40

内容見本
UNITED STATES CIVIL ADMINISTRATION OF THE 

RYUKYU ISLANDS
Office of The Deputy Governor

APO 719
CA ORDINANCE
NUMBER 144　　　　　　　　　　　　16 March 1955

CODE OF PENAL LAW AND PROCEDURE
（略）

2.1.9 The “territorial jurisdiction of the whole of the 
Ryukyuan Islands” as used herein shall include all land, 
rocks, reefs, shoals and waters within the following 
bounds:

Beginning at 28 degrees North Latitude, 124 degrees 
40 minutes East Longitude; thence to
24 degrees North Latitude, 122 degrees East 
Longitude; thence to
24 degrees North Latitude, 133 degrees East 
Longitude; thence to
27 degrees North Latitude, 131 degrees 50 minutes 
East Longitude;
thence to
27 degrees North Latitude, 128 degrees 18 minutes 
East Longitude;
thence to
28 degrees North Latitude, 128 degrees 18 minutes 
East Longitude;
thence to the point of origin.

※1 日本語訳参考資料：南方同胞援護会『季刊沖縄』63号「特集 尖閣列島第二集」
（1972）pp.158-161

琉球列島米国民政府
民政副長官室
APO719

米国民政府布令第144号　　　　　　　　　　1955年3月16日

刑法及び刑事訴訟法
（略）
2.1.9　本法にいう「全琉球列島領域」とは、左記境界内のすべて
の陸地、岩、礁、州及び領水をいう。

北緯28度、東経124度40分の点を起点として
北緯24度、東経122度
北緯24度、東経133度
北緯27度、東経131度50分
北緯27度、東経128度18分及び北緯28度・東経128度18分
を経て起点に至る。

（略）

日本語訳

所蔵：沖縄県公文書館
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作成年月日 1948年（昭和23年）4月22日
編著者 琉球列島米国民政府（USCAR）
発行者 琉球列島米国民政府（USCAR）
収録誌 米国民政府布令/Civil Administration Ordinance

1953年～1957年
言語 英語
媒体種別 紙
公開有無 有
所蔵機関 沖縄県公文書館
利用方法 沖縄県公文書館で利用手続きを行う

（沖縄県公文書館ウェブサイトで閲覧する）

①米国施政下にあった尖閣諸島

No.7

1955年（昭和30年）3月16日（公布）、1955年4月9日（施行）

尖閣諸島が施政下に置かれていることがわかる米国民政府の布令
米国民政府布令第144号「刑法及び刑事訴訟法」

　1948年6月28日付の米国軍政府布令第1号「刑法及び刑事訴訟
法」とその改正に代わり、1955年（昭和30年）3月16日に公布、同年4
月9日に施行された布令。この布令にも、「琉球政府章典」（→No.4）と
同様の範囲にあるすべての土地、岩石、岩礁、砂洲及び海をいうとして、
琉球列島の領域が示されている。

資料概要

39 40

内容見本
UNITED STATES CIVIL ADMINISTRATION OF THE 

RYUKYU ISLANDS
Office of The Deputy Governor

APO 719
CA ORDINANCE
NUMBER 144　　　　　　　　　　　　16 March 1955

CODE OF PENAL LAW AND PROCEDURE
（略）

2.1.9 The “territorial jurisdiction of the whole of the 
Ryukyuan Islands” as used herein shall include all land, 
rocks, reefs, shoals and waters within the following 
bounds:

Beginning at 28 degrees North Latitude, 124 degrees 
40 minutes East Longitude; thence to
24 degrees North Latitude, 122 degrees East 
Longitude; thence to
24 degrees North Latitude, 133 degrees East 
Longitude; thence to
27 degrees North Latitude, 131 degrees 50 minutes 
East Longitude;
thence to
27 degrees North Latitude, 128 degrees 18 minutes 
East Longitude;
thence to
28 degrees North Latitude, 128 degrees 18 minutes 
East Longitude;
thence to the point of origin.

※1 日本語訳参考資料：南方同胞援護会『季刊沖縄』63号「特集 尖閣列島第二集」
（1972）pp.158-161

琉球列島米国民政府
民政副長官室
APO719

米国民政府布令第144号　　　　　　　　　　1955年3月16日

刑法及び刑事訴訟法
（略）
2.1.9　本法にいう「全琉球列島領域」とは、左記境界内のすべて
の陸地、岩、礁、州及び領水をいう。

北緯28度、東経124度40分の点を起点として
北緯24度、東経122度
北緯24度、東経133度
北緯27度、東経131度50分
北緯27度、東経128度18分及び北緯28度・東経128度18分
を経て起点に至る。

（略）

日本語訳

所蔵：沖縄県公文書館
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①米国施政下にあった尖閣諸島

No.8

1971年（昭和46年）6月17日

米国から日本に施政権が返還される沖縄に尖閣諸島が含まれることを
示す合意議事録 米国との沖縄返還協定（合意された議事録）

作成年月日 1971年（昭和46年）6月17日
編著者 -
発行者 -
収録誌 琉球諸島及び大東諸島に関する日本国とアメリカ

合衆国との間の協定
言語 日本語・英語
媒体種別 ウェブサイト
公開有無 有
所蔵機関 外務省
利用方法 外務省条約データ検索で閲覧を行う

資料概要
　　米国との沖縄返還協定
　　　合意された議事録
　日本国政府の代表者及びアメリカ合衆国政府の代表者は、本日
署名された琉球諸島及び大東諸島に関する日本国とアメリカ合衆
国との間の協定の交渉において到達した次の了解を記録する。

第一条に関し、
　同条2に定義する領土は、日本国との平和条約第3条の規定に
基づくアメリカ合衆国の施政の下にある領土であり、千九百五十
三年十二月二十五日付けの民政府布告第二十七号に指定されて
いるとおり，次の座標の各点を順次に結ぶ直線によつて囲まれる
区域内にあるすべての島、小島、環礁及び岩礁である。

北緯二十八度東経百ニ十四度四十分
北緯二十四度東経百二十二度
北緯二十四度東経百三十三度
北緯二十七度東経百三十一度五十分
北緯二十七度東経百二十八度十八分
北緯二十八度東経百二十八度十八分
北緯二十七度東経百二十四度四十分

（略）

内容見本
　1971年6月17日署名、1972年5月15日に発効
した「琉球諸島及び大東諸島に関する日本国とアメ
リカ合衆国との間の協定」（略称：米国との沖縄返還
協定）付属の合意議事録。
　この合意議事録に、米国から日本に施政権が返還
される沖縄の範囲が示され、米国民政府布告第27
号（琉球列島の地理的境界：→No.5）に示されてい
る範囲が返還対象とされ、尖閣諸島が含まれた。

43 44

出典：外務省条約データ検索（https://www3.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/）
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①米国施政下にあった尖閣諸島

No.8

1971年（昭和46年）6月17日

米国から日本に施政権が返還される沖縄に尖閣諸島が含まれることを
示す合意議事録 米国との沖縄返還協定（合意された議事録）

作成年月日 1971年（昭和46年）6月17日
編著者 -
発行者 -
収録誌 琉球諸島及び大東諸島に関する日本国とアメリカ

合衆国との間の協定
言語 日本語・英語
媒体種別 ウェブサイト
公開有無 有
所蔵機関 外務省
利用方法 外務省条約データ検索で閲覧を行う

資料概要
　　米国との沖縄返還協定
　　　合意された議事録
　日本国政府の代表者及びアメリカ合衆国政府の代表者は、本日
署名された琉球諸島及び大東諸島に関する日本国とアメリカ合衆
国との間の協定の交渉において到達した次の了解を記録する。

第一条に関し、
　同条2に定義する領土は、日本国との平和条約第3条の規定に
基づくアメリカ合衆国の施政の下にある領土であり、千九百五十
三年十二月二十五日付けの民政府布告第二十七号に指定されて
いるとおり，次の座標の各点を順次に結ぶ直線によつて囲まれる
区域内にあるすべての島、小島、環礁及び岩礁である。

北緯二十八度東経百ニ十四度四十分
北緯二十四度東経百二十二度
北緯二十四度東経百三十三度
北緯二十七度東経百三十一度五十分
北緯二十七度東経百二十八度十八分
北緯二十八度東経百二十八度十八分
北緯二十七度東経百二十四度四十分

（略）

内容見本
　1971年6月17日署名、1972年5月15日に発効
した「琉球諸島及び大東諸島に関する日本国とアメ
リカ合衆国との間の協定」（略称：米国との沖縄返還
協定）付属の合意議事録。
　この合意議事録に、米国から日本に施政権が返還
される沖縄の範囲が示され、米国民政府布告第27
号（琉球列島の地理的境界：→No.5）に示されてい
る範囲が返還対象とされ、尖閣諸島が含まれた。

43 44

出典：外務省条約データ検索（https://www3.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/）
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作成年月日 [1948年（昭和23年）1月15日]
編著者 第一航空師団司令部
発行者 -
収録誌 Personnel: Okinawan.
言語 英語
媒体種別 紙
公開有無 有（マイクロフイルム）
所蔵機関 沖縄県公文書館（原本所蔵：米国国立公文書館）
利用方法 沖縄県公文書館で利用手続きを行う

②射爆撃演習場の指定と利用

No.9

1948年（昭和23年）1月15日

久場島が米軍の射爆撃演習場に指定されていることがわかる資料
[作戦：射撃・爆撃演習場（第1航空師団規則55-8の改正）]　

　この資料は、1946年（昭和21年）10月15日付の
第一航空師団司令部の規則「55-8」を改正するとし
た1948年（昭和23年）1月15日付文書。
　永久危険区域として「コビ礁」（黄尾嶼：尖閣諸島
久場島のこと）など5か所の区域を、暫定危険区域と
してイエシマ（伊江島）など4か所の区域を指定する
ことなどを規定する文書。

1. Purpose: The purpose of this regulation is to assign reference 
numbers and designate the danger areas for all recognized 
bombing and gunnery ranges in the Okinawa area.
（略）

a. Permanent Danger Areas:
#1 (Kobi Sho) - within 5 mile radius
（略）

b. Temporary Danger Areas:
#6 (Ie Shima) -（略）

資料概要 内容見本

45 46

　1. 目的： 沖縄地区における承認された爆撃・射撃演習場すべてに
照会番号を付与し、危険地区を指定することを目的とする。

（略）
　　a. 永久危険区域：
　　　#1（コビ礁） -半径5マイル内
　　　（略）
　　b. 暫定危険区域：
　　　#6（伊江島） - （略）

日本語訳

所蔵：沖縄県公文書館（原本所蔵：米国国立公文書館）
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作成年月日 [1948年（昭和23年）1月15日]
編著者 第一航空師団司令部
発行者 -
収録誌 Personnel: Okinawan.
言語 英語
媒体種別 紙
公開有無 有（マイクロフイルム）
所蔵機関 沖縄県公文書館（原本所蔵：米国国立公文書館）
利用方法 沖縄県公文書館で利用手続きを行う

②射爆撃演習場の指定と利用

No.9

1948年（昭和23年）1月15日

久場島が米軍の射爆撃演習場に指定されていることがわかる資料
[作戦：射撃・爆撃演習場（第1航空師団規則55-8の改正）]　

　この資料は、1946年（昭和21年）10月15日付の
第一航空師団司令部の規則「55-8」を改正するとし
た1948年（昭和23年）1月15日付文書。
　永久危険区域として「コビ礁」（黄尾嶼：尖閣諸島
久場島のこと）など5か所の区域を、暫定危険区域と
してイエシマ（伊江島）など4か所の区域を指定する
ことなどを規定する文書。

1. Purpose: The purpose of this regulation is to assign reference 
numbers and designate the danger areas for all recognized 
bombing and gunnery ranges in the Okinawa area.
（略）

a. Permanent Danger Areas:
#1 (Kobi Sho) - within 5 mile radius
（略）

b. Temporary Danger Areas:
#6 (Ie Shima) -（略）

資料概要 内容見本

45 46

　1. 目的： 沖縄地区における承認された爆撃・射撃演習場すべてに
照会番号を付与し、危険地区を指定することを目的とする。

（略）
　　a. 永久危険区域：
　　　#1（コビ礁） -半径5マイル内
　　　（略）
　　b. 暫定危険区域：
　　　#6（伊江島） - （略）

日本語訳

所蔵：沖縄県公文書館（原本所蔵：米国国立公文書館）
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作成年月日 1948年（昭和23年）4月9日
編著者 [琉球政府総務局渉外広報部文書課]
発行者 -
収録誌 対米国民政府往復文書　1948年 受領文書
言語 日本語
媒体種別 紙
公開有無 有
所蔵機関 沖縄県公文書館

内容見本
ラ　イ　カ　ム（※1）
　　　四月九日　〇八三〇

運輸隊指揮官
軍政府副長官
宛、沖縄知事
一、左の海域は第一航空師団使用の永久危険区域とする

イ、第一区域　北緯二十五度五六分　　　　コビ礁を中心とする
　　　　　　東経一二三度四一分　　　　半径五哩の圏内　　
　　
ロ、第二区域　北緯二十六度三六分　　　　鳥島を中心とする
　　　　　　東経一二六度五〇分　　　　半径五哩の圏内

ハ、第三区域　北緯二十六度二三分　　　　イリソナ島を中心とす
　　　　　　東経一二七度〇六分　　　　　る半径二哩の圏内
　　
（略）

二、全ての人々、全船舶、及び全航空機は常に明瞭に記憶する様警告する

三、上記情報を貴下管轄化の全関係者に告知して貰ひたい

四、上記の他の地区が出来る場合は事前に警告を発する

②射爆撃演習場の指定と利用

No.10

1948年（昭和23年）4月9日

米軍から沖縄群島知事への射爆撃演習地指定告知
[琉球米軍司令部による永久危険区域の指定]

　1948年（昭和２３年）4月9日付、琉球米軍司令部より
軍政府副長官を通じて沖縄(群島)知事宛に通達された告
知。コビ礁（黄尾嶼：尖閣諸島久場島のこと）以下、5つの
区域を第一航空師団が使用する永久危険区域とし、この
ことを知事以下全関係者に告知するよう記している。な
お、収録誌には、同日付同内容の英文コピー（画像2）も収
録されている。
　この資料は沖縄群島知事宛であるが、「臨時北部南西
諸島公報」（奄美群島公報紙）の5月25日公報、「公報新
宮古」（宮古群島公報紙）5月27日付、「八重山タイムス」
（八重山群島紙）11月1日付など、同年代の別資料に、同
様の内容が記されている。 
　米国は戦後、施政下に置く琉球列島の範囲に尖閣諸島
を含め、この資料が示すように、1948年に久場島を、その
後、大正島も射爆撃演習場に指定し、演習の際には告知
を行ってきたが、中国及び台湾が当時、そのことについて
異議を呈した形跡はない。

資料概要

所蔵：沖縄県公文書館

※1 Ryukyu Command（琉球米軍司令部）

【画像1】
利用方法 沖縄県公文書館で利用手続きを行う

（閲覧用資料コード：RDAE006013）
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作成年月日 1948年（昭和23年）4月9日
編著者 [琉球政府総務局渉外広報部文書課]
発行者 -
収録誌 対米国民政府往復文書　1948年 受領文書
言語 日本語
媒体種別 紙
公開有無 有
所蔵機関 沖縄県公文書館

内容見本
ラ　イ　カ　ム（※1）
　　　四月九日　〇八三〇

運輸隊指揮官
軍政府副長官
宛、沖縄知事
一、左の海域は第一航空師団使用の永久危険区域とする

イ、第一区域　北緯二十五度五六分　　　　コビ礁を中心とする
　　　　　　東経一二三度四一分　　　　半径五哩の圏内　　
　　
ロ、第二区域　北緯二十六度三六分　　　　鳥島を中心とする
　　　　　　東経一二六度五〇分　　　　半径五哩の圏内

ハ、第三区域　北緯二十六度二三分　　　　イリソナ島を中心とす
　　　　　　東経一二七度〇六分　　　　　る半径二哩の圏内
　　
（略）

二、全ての人々、全船舶、及び全航空機は常に明瞭に記憶する様警告する

三、上記情報を貴下管轄化の全関係者に告知して貰ひたい

四、上記の他の地区が出来る場合は事前に警告を発する

②射爆撃演習場の指定と利用

No.10

1948年（昭和23年）4月9日

米軍から沖縄群島知事への射爆撃演習地指定告知
[琉球米軍司令部による永久危険区域の指定]

　1948年（昭和２３年）4月9日付、琉球米軍司令部より
軍政府副長官を通じて沖縄(群島)知事宛に通達された告
知。コビ礁（黄尾嶼：尖閣諸島久場島のこと）以下、5つの
区域を第一航空師団が使用する永久危険区域とし、この
ことを知事以下全関係者に告知するよう記している。な
お、収録誌には、同日付同内容の英文コピー（画像2）も収
録されている。
　この資料は沖縄群島知事宛であるが、「臨時北部南西
諸島公報」（奄美群島公報紙）の5月25日公報、「公報新
宮古」（宮古群島公報紙）5月27日付、「八重山タイムス」
（八重山群島紙）11月1日付など、同年代の別資料に、同
様の内容が記されている。 
　米国は戦後、施政下に置く琉球列島の範囲に尖閣諸島
を含め、この資料が示すように、1948年に久場島を、その
後、大正島も射爆撃演習場に指定し、演習の際には告知
を行ってきたが、中国及び台湾が当時、そのことについて
異議を呈した形跡はない。

資料概要

所蔵：沖縄県公文書館

※1 Ryukyu Command（琉球米軍司令部）

【画像1】
利用方法 沖縄県公文書館で利用手続きを行う

（閲覧用資料コード：RDAE006013）
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所蔵：沖縄県公文書館【画像2】

内容見本
C O P Y

0830　
AIC 9/APRIL

       CG RYKOM

  COMMANDING OFFICER, TRANSPORATION SERVICE
  DEPUTY COMMANDER, MILITARY GOVERNMENT

  TO: CHIJI OKINAWA GUNTO

    1. THE FOLLOWING ARE PERMANENT DANGER AREAS USED BY THE 1ST AIR 
DIVISION:
   a.  RANGE NUMBER 1; 25°56′N, 123°41′E (KOBI SHO, 5 MILE RADIUS)
（略）
    2. ALL PERSONNEL, SURFACE CRAFT, AND AIRCRAFT ARE WARNED TO REMAIN 
CLEAR AT ALL TIMES.
    3. REQUEST THE ABOVE INFORMATION BE DISSEMINATED TO ALL INTERESTED 
PERSONNEL UNDER YOUR CONTROL.
    4. WHEN OTHER RANGES ARE USED PRIOR WARNING WILL BE GIVEN.
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所蔵：沖縄県公文書館【画像2】

内容見本
C O P Y

0830　
AIC 9/APRIL

       CG RYKOM

  COMMANDING OFFICER, TRANSPORATION SERVICE
  DEPUTY COMMANDER, MILITARY GOVERNMENT

  TO: CHIJI OKINAWA GUNTO

    1. THE FOLLOWING ARE PERMANENT DANGER AREAS USED BY THE 1ST AIR 
DIVISION:
   a.  RANGE NUMBER 1; 25°56′N, 123°41′E (KOBI SHO, 5 MILE RADIUS)
（略）
    2. ALL PERSONNEL, SURFACE CRAFT, AND AIRCRAFT ARE WARNED TO REMAIN 
CLEAR AT ALL TIMES.
    3. REQUEST THE ABOVE INFORMATION BE DISSEMINATED TO ALL INTERESTED 
PERSONNEL UNDER YOUR CONTROL.
    4. WHEN OTHER RANGES ARE USED PRIOR WARNING WILL BE GIVEN.
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②射爆撃演習場の指定と利用

No.11

1948年（昭和23年）4月22日

沖縄民政府から漁業関係機関への演習場指定通知
沖水第44号[爆撃演習による出漁禁止区域について]

作成年月日 1948年（昭和23年）4月22日
編著者 沖縄民政府
発行者 沖縄民政府
収録誌 沖縄民政府当時の軍指令及び

一般文書5-4 1948年

言語 日本語
媒体種別 紙
公開有無 有
所蔵機関 沖縄県公文書館
利用方法 沖縄県公文書館で利用手続きを行う

（沖縄県公文書館ウェブサイトで閲覧する）

資料概要

所蔵：沖縄県公文書館

沖水第四四号
一九四八年四月二十二日
沖縄水産部長（印）
沖縄水産組合連合会長
沖縄造船所社長
各水産組合長
各駐在技術員　殿
　　爆撃演習による出漁禁止区域について
左記の通り爆撃による禁止区域について軍政府より指
示がありましたから全漁船及刳舟の乗組員に周知徹底
せしめ遺憾のない様期せられたし
（略）
　記
一、日時　四月二十二日より（永久的）
一、場所　（略）（コビショ島）
（略）

内容見本
　この資料は、米軍による爆撃演習の実施に伴い、沖縄民
政府が米国軍政府から指示された出漁禁止区域について、
沖縄水産組合連合会長他漁業関係者に1948年（昭和23
年）4月22日付で通達したものである。
　出漁禁止区域として、米軍が射爆撃演習場としてそれぞ
れ永久危険区域に指定している場所（→No.10）が示され、
（A）コビショ（黄尾嶼：久場島のこと）の周辺5マイルが含ま
れている。
　これまで、同年4月9日付で、米国軍政府が射爆撃演習場
の指定について沖縄民政府に通達した資料を確認していた
が、それが漁業関係者に同民政府から通達されていたこと
について確認できる資料である。
　このような通達が行われていたにも関わらず、中国及び台
湾が当時、異議を呈した形跡はない。
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②射爆撃演習場の指定と利用

No.11
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②射爆撃演習場の指定と利用

No.12

1948年（昭和23年）7月27日

久場島を射爆撃演習場として無期限に使用することを確認する文書
[危険区域の無期限使用告知]

HEADQUARTERS RYUKYUS COMMAND
MILITARY GOVERNMENT

APO 331 c/o PM
San Francisco, California

AIMG-G          　　　　　　　　　　　　　　　　　27 July 1948

SUBJECT: Danger Areas

TO:  Director, General Affairs Department, O. C. A.

     1.  The following Danger Areas (Gunnery and Bombing Ranges 
in 1st Air Division Area will be in continuous use for an indefinite 
period of time. KOBI SHO 25 Degrees 56’ N 123 Degrees 41’ E, 
TORI SHIMA 26 Degrees 36’ N 126 Degrees 50’ E IRISIMA SHIMA 
26 Degrees 23’ N 127 Degrees 0’ E, （略）

      FRED M. LA BREE
      Major  C.E.
      Dir Gen Aff Dept

内容見本

琉球列島米国軍政府本部
APO 331 c/o PM

サンフランシスコ　カリフォルニア
AIMG-G　1948年7月27日

件名：危険区域

宛先：沖縄民政府総務部長殿

 1. 以下の危険区域(第1航空師団の区域における射爆撃場)は無期限
かつ継続的に使用される。
 コビ嶼(久場島)北緯25度56分 東経123度41分、
 鳥島北緯26度36分 東経126度50分、
 イリソナ島(イリシマ)北緯26度23分 東経127度0分
(略)

　フレッド M. ラブリー 工兵少佐
　総務部長

日本語訳

　米国軍政府総務部長フレッド・M・ラブリー少佐が沖縄
民政府総務部長に宛て、久場島（資料中にはKOBI SHO
（黄尾嶼）と記載）を含む５つの危険区域（第１航空師団の
区域における射爆撃演習場）の無期限使用を告知した、
1948年（昭和23年）7月27日付の文書。

資料概要

53 54

所蔵：沖縄県公文書館

作成年月日 1948年（昭和23年）7月27日
編著者 FRED M. LA BREE Major C.E.

Dir Gen Aff Dept
HEADQUARTERS RYUKYUS
COMMAND MILITARY
GOVERNMENT

発行者 琉球政府総務局渉外広報部文書課
収録誌 1948年(1-2) 対米国民政府往復文書

受領文書

言語 英語
媒体種別 紙
公開有無 有
所蔵機関 沖縄県公文書館
利用方法 沖縄県公文書館で利用手続きを行う
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編著者 FRED M. LA BREE Major C.E.
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COMMAND MILITARY
GOVERNMENT

発行者 琉球政府総務局渉外広報部文書課
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受領文書

言語 英語
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②射爆撃演習場の指定と利用

No.13

１９60年（昭和35年）1月

米国が琉球政府に久場島の取得を要求する告知書
財産取得要求告知書 石垣市 NR-183 ENG-0227不定期間賃借権

55 56

　この資料は、米国が石垣市に所在する久場島を無期貸借して軍
用地として取得するよう琉球政府に要求するための告知書である。
　この告知書は、琉球列島高等弁務官（※1）布告に基づき、指定さ
れた土地を米軍が軍用地として使用するため、琉球政府が取得交
渉を行うことを定めた文書である。
　告知書本体（画像1-1～1-3）には、1960年（昭和35年）1月に琉
球政府によって署名され、同月、八重山登記所に登記され、石垣市
において公示されたことが示されている。なお、賃借による取得の開
始時期は、1958年（昭和33年）7月に遡って行うよう記載されてお
り、実際、そのとおり、琉球政府と久場島の所有者である古賀善次氏
との間で契約が締結された（※2）。
　取得の対象となる土地は、添付文書において示されることとされ
ており、EXHIBIT “A”（画像2、内容見本参照）に態様、EXHIBIT 
“B”（画像3）に境界が書かれている。
　米軍が上記の経緯により久場島を軍用地として使用したことは、
当時の新聞記事でも報道されており、石垣市が固定資産税を古賀
氏から徴収していたこと等が書かれている。

資料概要

※1
※2

作成年月日 1955年（昭和30年）
編著者 USCAR（琉球列島米国民政府）総務局
発行者 -
収録誌 General Administrative Files, 1955 Training

(US Forces: General, Maneuvers, Land for,
and Schedules).

言語 英語
媒体種別 紙
公開有無 有
所蔵機関 沖縄県公文書館
利用方法 沖縄県公文書館で利用手続きを行う

内容見本

【画像3参照】　
※米軍が取得を要求する久場島の境界
EXHIBIT B
AREA TAKEN（使用地）
（久場島に赤で斜線）

【画像2参照】　※米軍が取得を要求する久場島の詳細

Total Privately
Owned Land

Range Land 1
2
3

1 264,400 5,763.92

62年度
支払済

1 264,400 216.01 5,763.92 100%

GRAND TOTAL 1 264,400 216.01 5,763.92 100%

CLASS

RECAPITULATION BY CLASS & GRADE Ishigaki CIty
List Nr. 
C-238

GRADE TRACTS TSUBOS ACRES ANNUAL RENTAL PER-
CENTAGE

***

1

所蔵：沖縄県公文書館【画像1-1】

米国民政府（USCAR）の最高責任者。
琉球政府（石垣市）が、久場島の所有者である古賀善次と締結した基本賃借
契約書が別途存在する（沖縄県公文書館所蔵、資料コードR00035532B）。
このように琉球政府は、個々の土地の地主と契約を済ませた後、米国との間に
総括賃貸借契約を締結した。

資料集 https://www.cas.go.jp/ryodo/kenkyu/senkaku/
本サイトに掲載する資料等は、政府の委託事業の下で有識者の助言を得て、調査・収集及び作成したものであり、本サイトの内容は政府の見解を表すものではありません。

尖閣諸島研究・解説サイト 資料集 https://www.cas.go.jp/ryodo/kenkyu/senkaku/
本サイトに掲載する資料等は、政府の委託事業の下で有識者の助言を得て、調査・収集及び作成したものであり、本サイトの内容は政府の見解を表すものではありません。

尖閣諸島研究・解説サイト



②射爆撃演習場の指定と利用

No.13

１９60年（昭和35年）1月

米国が琉球政府に久場島の取得を要求する告知書
財産取得要求告知書 石垣市 NR-183 ENG-0227不定期間賃借権

55 56

　この資料は、米国が石垣市に所在する久場島を無期貸借して軍
用地として取得するよう琉球政府に要求するための告知書である。
　この告知書は、琉球列島高等弁務官（※1）布告に基づき、指定さ
れた土地を米軍が軍用地として使用するため、琉球政府が取得交
渉を行うことを定めた文書である。
　告知書本体（画像1-1～1-3）には、1960年（昭和35年）1月に琉
球政府によって署名され、同月、八重山登記所に登記され、石垣市
において公示されたことが示されている。なお、賃借による取得の開
始時期は、1958年（昭和33年）7月に遡って行うよう記載されてお
り、実際、そのとおり、琉球政府と久場島の所有者である古賀善次氏
との間で契約が締結された（※2）。
　取得の対象となる土地は、添付文書において示されることとされ
ており、EXHIBIT “A”（画像2、内容見本参照）に態様、EXHIBIT 
“B”（画像3）に境界が書かれている。
　米軍が上記の経緯により久場島を軍用地として使用したことは、
当時の新聞記事でも報道されており、石垣市が固定資産税を古賀
氏から徴収していたこと等が書かれている。

資料概要

※1
※2

作成年月日 1955年（昭和30年）
編著者 USCAR（琉球列島米国民政府）総務局
発行者 -
収録誌 General Administrative Files, 1955 Training

(US Forces: General, Maneuvers, Land for,
and Schedules).

言語 英語
媒体種別 紙
公開有無 有
所蔵機関 沖縄県公文書館
利用方法 沖縄県公文書館で利用手続きを行う

内容見本

【画像3参照】　
※米軍が取得を要求する久場島の境界
EXHIBIT B
AREA TAKEN（使用地）
（久場島に赤で斜線）

【画像2参照】　※米軍が取得を要求する久場島の詳細

Total Privately
Owned Land

Range Land 1
2
3

1 264,400 5,763.92

62年度
支払済

1 264,400 216.01 5,763.92 100%

GRAND TOTAL 1 264,400 216.01 5,763.92 100%

CLASS

RECAPITULATION BY CLASS & GRADE Ishigaki CIty
List Nr. 
C-238

GRADE TRACTS TSUBOS ACRES ANNUAL RENTAL PER-
CENTAGE

***

1

所蔵：沖縄県公文書館【画像1-1】

米国民政府（USCAR）の最高責任者。
琉球政府（石垣市）が、久場島の所有者である古賀善次と締結した基本賃借
契約書が別途存在する（沖縄県公文書館所蔵、資料コードR00035532B）。
このように琉球政府は、個々の土地の地主と契約を済ませた後、米国との間に
総括賃貸借契約を締結した。

資料集 https://www.cas.go.jp/ryodo/kenkyu/senkaku/
本サイトに掲載する資料等は、政府の委託事業の下で有識者の助言を得て、調査・収集及び作成したものであり、本サイトの内容は政府の見解を表すものではありません。

尖閣諸島研究・解説サイト 資料集 https://www.cas.go.jp/ryodo/kenkyu/senkaku/
本サイトに掲載する資料等は、政府の委託事業の下で有識者の助言を得て、調査・収集及び作成したものであり、本サイトの内容は政府の見解を表すものではありません。

尖閣諸島研究・解説サイト



所蔵：沖縄県公文書館【画像1-2】 所蔵：沖縄県公文書館【画像1-3】
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